
参考資料

障害者基本計画（施策の基本的な方向）新旧対照表 

【新】障害者基本計画（第４次） 【旧】障害者基本計画（第３次） 備考 

Ⅲ 各分野における障害者施策の基本的な方向 Ⅲ 分野別施策の基本的方向 

１.安全・安心な生活環境の整備 

【基本的考え方】 

障害者がそれぞれの地域で安全に安心して暮らしていくことが

できる生活環境の実現を図るため、障害者が安全に安心して生

活できる住環境の整備、障害者が移動しやすい環境の整備、ア

クセシビリティに配慮した施設等の普及促進、障害者に配慮し

たまちづくりの総合的な推進等を通じ、障害者の生活環境にお

ける社会的障壁の除去を進め、アクセシビリティの向上を推進

する。 

(1) 住宅の確保 

○公営住宅を新たに整備する際にはバリアフリー対応を原則と

するとともに、既存の公営住宅のバリアフリー化改修を促進し、

障害者向けの公共賃貸住宅の供給を推進する。また、障害者に

対する優先入居の実施や単身入居を可能とするための取組、保

証人の免除などの配慮が地方において行われるよう、福祉部局

と住宅部局が連携して障害者に対する取組を進めていくよう地

方公共団体に対して周知・情報提供を行っていく。[1-(1)-1] 

○民間賃貸住宅の空き室や空き家を活用した、障害者等の住宅

確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度等を内容と

する新たな住宅セーフティネット制度を創設し、住宅の改修、

入居者負担の軽減等や居住支援協議会等の居住支援活動等への

支援を実施することにより、民間賃貸住宅等への円滑な入居を

５．生活環境 

【基本的考え方】 

障害者の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい

生活環境の整備を推進するため、障害者が安心して生活できる

住宅の確保、建築物、公共交通機関等のバリアフリー化を推進

するとともに、障害者に配慮したまちづくりを推進する。 

（１）住宅の確保 

○ 公営住宅を新たに整備する際にはバリアフリー対応を原則

とするとともに、既存の公営住宅のバリアフリー化改修を促進

し、障害者向けの公共賃貸住宅の供給を推進する。また、障害

者に対する優先入居の実施や単身入居を可能とするための取組

が地方において行われるよう、福祉部局と住宅部局が連携して

障害者に対する取組を進めていくよう地方公共団体に対して周

知・情報提供を行っていく。5-(1)-1 

○ 住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の促進に関する法律。平成 19 年法律第 112 号）に基づ

き、賃貸人、障害者双方に対する情報提供等の支援、必要な相

談体制の整備等を行うとともに、家賃債務保証制度の活用を促

進し、民間賃貸住宅への円滑な入居を促進する。5-(1)-2 
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促進する。[1-(1)-2] 

○障害者や民間賃貸住宅の賃貸人が行うバリアフリー改修等を

促進するとともに、障害者の日常生活上の便宜を図るため、日

常生活用具の給付又は貸与及び用具の設置に必要な住宅改修に

対する支援を行う。[1-(1)-3] 

○障害者の地域における居住の場の一つとして、日常生活上の

介護や相談援助等を受けながら共同生活するグループホームの

整備を促進するとともに、重度障害者にも対応した体制の充実

を図る。また、地域で生活する障害者の支援の拠点となる地域

生活支援拠点等の整備を図る。こうした取組と合わせて、精神

障害者とその家族が地域の一員として安心して自分らしい暮ら

しをすることができるよう、保健・医療・福祉関係者による協

議の場及び住まいの確保支援も含めた地域の基盤整備を推進

し、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推

進する。[1-(1)-4] 

○障害者が安心して障害福祉サービス等を利用することができ

るよう、非常災害時における消防団や近隣住民との連携体制の

構築を促進するとともに、建築基準法(昭和 25年法律第 201 号)、

消防法(昭和 23年法律第 186 号)の基準に適合させるための改修

費用や消火設備の設置費用の一部を助成すること等により、防

火安全体制の強化を図る。[1-(1)-5] 

(2) 移動しやすい環境の整備等 

○駅等の旅客施設における段差解消、ホームドア等の転落防止

設備の導入、障害者の利用に配慮した車両の整備のより一層の

促進等と併せて、人的な対応の充実を図ることで、公共交通機

関のバリアフリー化を推進する。[1-(2)-1] 

○ 障害者や民間賃貸住宅の賃貸人が行うバリアフリー改修等

を促進するとともに、障害者の日常生活上の便宜を図るため、

日常生活用具の給付又は貸与、及び用具の設置に必要な住宅改

修に対する支援を行う。5-(1)-3 

○ 障害者が日常生活上の相談援助等を受けながら共同生活を

行うグループホーム、ケアホームの整備を促進するとともに、

その利用の促進を図る。5-(1)-4 

○ グループホーム、ケアホームに入居する障害者が安心して生

活できるよう、非常災害時における消防団や近隣住民との連携

体制の構築を促進するとともに、建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号）、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）の基準に適合させる

ための改修費用や消火設備の設置費用の一部を助成すること等

により、防火安全体制の強化を図る。5-(1)-5 

（２）公共交通機関のバリアフリー化の推進等 

○ 駅等の旅客施設における段差解消、ホームドア等の転落防止

設備の導入、障害者の利用に配慮した車両の整備の促進等とあ

わせて、人的な対応の充実を図ることで、公共交通機関のバリ

アフリー化を推進する。5-(2)-1 

● 「地域生活支

援拠点等」や「精

神障害にも対応

した地域包括ケ

アシステム」の

構築等を追記 
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○公共交通機関の旅客施設及び車両内において、障害特性に配

慮した案内表示や情報提供の充実を推進する。[1-(2)-2] 

○交通事業者等における障害者に対する適切な対応の確保を図

るため、教育訓練の実施等を促進する。[1-(2)-3] 

○障害者に対し個別的な輸送を提供するため、支援制度の活用

等により福祉タクシー車両等によるスペシャル・トランスポー

ト・サービス(ＳＴＳ)の普及促進を図る。[1-(2)-4] 

○過疎地域等地方における移動手段の確保や、ドライバー不足

への対応等が喫緊の課題であることを踏まえ、高齢者、障害者

等の安全快適な移動に資するＴＳＰＳ(信号情報活用運転支援

システム)、ＤＳＳＳ(安全運転支援システム)、ＥＴＣ2.0 等の

ＩＴＳ(高度道路交通システム)の研究開発及びサービス展開を

実施するとともに、高度自動運転システムの開発や、地方、高

齢者、障害者等向けの無人自動運転移動サービス実現に取り組

む。[1-(2)-5] 

(3) アクセシビリティに配慮した施設、製品等の普及促進 

○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(平成

18 年法律第 91 号。以下「バリアフリー法」という。)に基づき、

不特定多数の者や、主として高齢者、障害者が利用する一定の

建築物の新築時等における建築物移動等円滑化基準への現行の

適合義務に加え、地方公共団体による同法に基づく条例におい

て義務付けの対象となる建築物の追加、規模の引下げ等、地域

の実情を踏まえた取組を促すことによりバリアフリー化を促進

する。[1-(3)-1] 

○窓口業務を行う官署が入居する官庁施設については、バリア

○ 公共交通機関の旅客施設及び車両内において、障害特性に配

慮した案内表示や情報提供の充実を推進する。5-(2)-2 

○ 交通事業者等における障害者に対する適切な対応の確保を

図るため、教育訓練の実施等を促進する。5-(2)-3 

○ 従来の公共交通機関を利用できない障害者に対し個別的な

輸送を提供するスペシャル・トランスポート・サービス（STS）

について、地方公共団体を含む関係者間の連携の下、その普及

拡大に向けた取組を進める。5-(2)-4 

（３）公共的施設等のバリアフリー化の推進 

○ バリアフリー法に基づき、不特定多数の者や、主として高齢

者、障害者が利用する一定の建築物の新築時等における建築物

移動等円滑化基準への現行の適合義務に加え、地方公共団体に

よる同法に基づく条例において義務付けの対象となる建築物の

追加、規模の引下げ等、地域の実情を踏まえた取組を促すこと

によりバリアフリー化を促進する。5-(3)-1 

○ 窓口業務を行う官庁施設について、高度なバリアフリー化を
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フリー法に基づく建築物移動等円滑化誘導基準に規定された整

備水準の確保などによる整備を推進する。[1-(3)-2] 

○都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のためバ

リアフリー法に基づく基準や支援制度により、出入口や園路の

段差解消、高齢者や障害者等が利用可能なトイレの設置等を進

める。[1-(3)-3] 

○身近な自然空間である河川の魅力を誰もが享受できるような

水辺整備をまちづくりと一体となって進める。[1-(3)-4] 

○日常生活製品等のユニバーサルデザイン化に関し、障害者の

利用に配慮した製品、設備等の普及のニーズがある場合、高齢

者・障害者配慮設計等に関する標準化を推進する。[1-(3)-5] 

(4) 障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

○バリアフリー法及び関連施策の在り方について、高齢者、障

害者等の社会参画の拡大の推進、バリアフリーのまちづくりに

向けた地域連携の強化及びハード・ソフト一体となった取組の

推進という 3 つの視点に留意して必要な見直しを行う。

[1-(4)-1] 

○福祉・医療施設の市街地における適正かつ計画的な立地の推

進、公園等との一体的整備の促進、生活拠点の集約化等により、

バリアフリーに配慮し、障害者が安心・快適に暮らせるまちづ

くりを推進する。[1-(4)-2] 

○バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の旅

客施設周辺等の主要な生活関連経路において、公共交通機関等

のバリアフリー化と連携しつつ、幅の広い歩道の整備や歩道の

目指した整備を推進する。5-(3)-2 

○ 都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のためバ

リアフリー法に基づく基準や支援制度により、出入口や園路の

段差解消、高齢者や障害者等が利用可能なトイレの設置等を進

める。また、身近な自然空間である河川の魅力を誰もが享受で

きるような水辺整備をまちづくりと一体となって進める。

5-(3)-3 

○ 日常生活製品等のユニバーサルデザイン化に関し、障害者の

利用に配慮した製品、設備等の普及のニーズがある場合、高齢

者・障害者配慮設計等に関する標準化を推進する。5-(3)-4 

（４）障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

○ 福祉・医療施設の市街地における適正かつ計画的な立地の推

進、公園等との一体的整備の促進、生活拠点の集約化等により、

バリアフリーに配慮し、障害者が安心・快適に暮らせるまちづ

くりを推進する。5-(4)-1 

○ バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の

主要な生活関連経路を構成する道路において、歩行者・自転車

と車両が通行する時間を分離する歩車分離式信号、歩行者青時
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段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚障害者誘導用ブロッ

クの整備等を推進する。[1-(4)-3] 

○国立・国定公園等において主要な利用施設であるビジターセ

ンター、園路、公衆トイレ等のバリアフリー化を実施する。

[1-(4)-4] 

○バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の主

要な生活関連経路を構成する道路において、音響により信号表

示の状況を知らせる音響式信号機、歩行者等と車両が通行する

時間を分離する歩車分離式信号、歩行者青時間の延長を行うＰ

ＩＣＳ(歩行者等支援情報通信システム)等のバリアフリー対応

型信号機、見やすく分かりやすい道路標識等の整備を推進する。

[1-(4)-5] 

○障害者が安全に安心して自動車を運転できるよう、信号灯器

のＬＥＤ(発光ダイオード)化、道路標識の高輝度化・大型化等

を推進する。[1-(4)-6] 

○市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保す

るため、区域(ゾーン)を設定して、最高速度 30 ㎞/h の区域規制、

路側帯の設置・拡幅、物理的デバイス設置等の対策を効果的に

組み合わせ、速度抑制や通過交通の抑制・排除を図る。[1-(4)-7] 

○障害者等用駐車区画の適正利用を確保する観点から、多くの

地方公共団体において導入されている「パーキングパーミット

制度」について、好事例の共有を通じた制度の改善を促進する

とともに、制度のメリット等の周知を行う等により未導入の地

方公共団体に対する制度の普及促進を図る。[1-(4)-8] 

○高齢者や障害者等も含め、誰もが屋内外でストレスなく自由

間の延長を行う PICS（歩行者等支援情報通信システム）等のバ

リアフリー対応型信号機、見やすく分かりやすい道路標識等の

整備を推進する。5-(4)-3 

○ バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の

旅客施設周辺等の主要な生活関連経路（駅、官公庁施設、病院

等を相互に連絡する道路）において、公共交通機関等のバリア

フリー化と連携しつつ、幅の広い歩道の整備や無電柱化等を推

進する。5-(4)-2 

○ 障害者が安全に安心して自動車を運転できるよう、信号灯器

の LED 化、道路標識の高輝度化・大型化等を推進する。5-(4)-4

○ 市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保

するため、区域（ゾーン）を設定して、最高速度 30km/h の区域

規制、路側帯の設置・拡幅、物理的デバイス設置等の対策を効

果的に組み合わせ、速度抑制や通過交通の抑制・排除を図る。

5-(4)-5 

○ バリアフリー環境の構築をソフト施策の面から推進するた
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に活動できるユニバーサル社会の構築に向け、ＩＣＴを活用し

た歩行者移動支援の普及促進を図るため、屋内外シームレスな

電子地図や屋内測位環境等の空間情報インフラの整備・活用、

移動に資するデータのオープンデータ化等により民間事業者等

が多様なサービスを提供できる環境づくりを推進する。

[1-(4)-9] 

○上記のほか、「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」に位置

付けられた施策について、具体の取組を実施する。[1-(4)-10] 

め、歩行経路の段差や幅員等の状況を含む歩行空間ネットワー

クデータの整備を促進するとともに、携帯端末でのバリアフリ

ー経路案内等の情報提供による移動支援を推進する。5-(4)-6 

2.情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

【基本的考え方】 

障害者が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよう、

障害者に配慮した情報通信機器・サービス等の企画、開発及び

提供の促進や、障害者が利用しやすい放送・出版の普及等の様々

な取組を通じて情報アクセシビリティの向上を推進する。あわ

せて、障害者が円滑に意思表示やコミュニケーションを行うこ

とができるよう、意思疎通支援を担う人材の育成・確保やサー

ビスの円滑な利用の促進、支援機器の開発・提供等の取組を通

じて意思疎通支援の充実を図る。 

(1) 情報通信における情報アクセシビリティの向上 

○障害者の情報通信機器及びサービス等の利用における情報ア

クセシビリティの確保及び向上・普及を図るため、障害者に配

慮した情報通信機器及びサービス等の企画、開発及び提供を促

進する。[2-(1)-1] 

○研究開発やニーズ、ＩＣＴの発展等を踏まえつつ、情報アク

６．情報アクセシビリティ 

【基本的考え方】 

障害者が円滑に情報を取得・利用し、意思表示やコミュニケー

ションを行うことができるように、情報通信における情報アク

セシビリティの向上、情報提供の充実、コミュニケーション支

援の充実等、情報の利用におけるアクセシビリティの向上を推

進する。 

（１）情報通信における情報アクセシビリティの向上 

○ 障害者の情報通信機器及びサービス等の利用における情報

アクセシビリティの確保及び向上・普及を図るため、障害者に

配慮した情報通信機器及びサービス等の企画、開発及び提供を

促進する。6-(1)-1 

○ 研究開発やニーズ、情報技術の発展等を踏まえつつ、情報ア
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セシビリティの確保及び向上を促すよう、適切な標準化を進め

るとともに、必要に応じて国際規格提案を行う。また、各府省

における情報通信機器等の調達は、情報アクセシビリティの観

点に配慮し、国際規格、日本工業規格への準拠・配慮に関する

関係法令に基づいて実施する。特に、ＷＴＯ政府調達協定の適

用を受ける調達等を行うに当たっては、ＷＴＯ政府調達協定等

の定めるところにより、適当な場合には、アクセシビリティに

関する国際規格が存在するときは当該国際規格に基づいて技術

仕様を定める。[2-(1)-2] 

○国立研究機関等において障害者の利用に配慮した情報通信機

器・システムの研究開発を推進する。[2-(1)-3] 

○障害者に対するＩＴ相談等を実施する障害者ＩＴサポートセ

ンターの設置や障害者がパソコン機器等を使用できるよう支援

するパソコンボランティアの養成・派遣の促進等により、障害

者のＩＣＴの利用及び活用の機会の拡大を図る。[2-(1)-4] 

○聴覚障害者が電話を一人でかけられるよう支援する電話リレ

ーサービスの実施体制を構築する。[2-(1)-5] 

(2) 情報提供の充実等 

○身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用

円滑化事業の推進に関する法律(平成 5年法律第 54号)に基づく

放送事業者への制作費助成、「放送分野における情報アクセシビ

リティに関する指針」に基づく取組等の実施・強化により、字

幕放送、解説放送、手話放送等の普及を通じた障害者の円滑な

放送の利用を図る。[2-(2)-1] 

○聴覚障害者に対して、字幕(手話)付き映像ライブラリー等の

制作及び貸出し、手話通訳者や要約筆記者の養成・派遣、相談

クセシビリティの確保及び向上を促すよう、適切な標準化（日

本工業規格等）を進めるとともに、必要に応じて国際規格提案

を行う。また、各府省における情報通信機器等（ウェブコンテ

ンツ（掲載情報）に関するサービスやシステムを含む。）の調達

は、情報アクセシビリティの観点に配慮し、国際規格、日本工

業規格への準拠・配慮に関する関係法令に基づいて実施する。

6-(1)-2 

○ 国立研究機関等において障害者の利用に配慮した情報通信

機器・システムの研究開発を推進する。6-(1)-3 

○ 障害者に対する IT（情報通信技術）相談等を実施する障害者

IT サポートセンターの設置の促進等により、障害者の情報通信

技術の利用及び活用の機会の拡大を図る。6-(1)-4 

（２）情報提供の充実等 

○ 身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用

円滑化事業の推進に関する法律（平成５年法律第 54 号）に基づ

く放送事業者への制作費助成、「視聴覚障害者向け放送普及行政

の指針」に基づく取組等の実施・強化により、字幕放送（CM 番

組を含む）、解説放送、手話放送等の普及を通じた障害者の円滑

な放送の利用を図る。6-(2)-1 

○ 聴覚障害者に対して、字幕（手話）付き映像ライブラリー等

の制作及び貸出し、手話通訳者や要約筆記者の派遣、相談等を
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等を行う聴覚障害者情報提供施設について、ＩＣＴの発展に伴

うニーズの変化も踏まえつつ、その整備を促進する。[2-(2)-2] 

○身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用

円滑化事業の推進に関する法律に基づく助成等により、民間事

業者が行うサービスの提供や技術の研究開発を促進し、障害に

よって利用が困難なテレビや電話等の通信・放送サービスへの

アクセスの改善を図る。[2-(2)-3] 

○電子出版は、視覚障害、上肢障害、学習障害等により紙の出

版物の読書に困難を抱える障害者の出版物の利用の拡大に資す

ると期待されることから、新たな技術開発の促進や、電子書店、

電子図書館、出版社その他の関係事業者への普及啓発等を通じ

て、アクセシビリティに配慮された電子出版の普及に向けた取

組を進めるとともに、今後、これらの取組の一層の促進を図る。

また、電子出版物の教育における活用を図る。[2-(2)-4] 

○心身障害者用低料第三種郵便については、障害者の社会参加

に資する観点から、利用の実態等を踏まえながら、引き続き検

討する。[2-(2)-5] 

行う聴覚障害者情報提供施設について、情報通信技術（ICT）の

発展に伴うニーズの変化も踏まえつつ、その整備を促進する。

6-(2)-2 

○ 身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用

円滑化事業の推進に関する法律に基づく助成等により、民間事

業者が行うサービスの提供や技術の研究開発を促進し、障害に

よって利用が困難なテレビや電話等の通信・放送サービスへの

アクセスの改善を図る。6-(2)-3 

○ 電子出版は、視覚障害や学習障害等により紙の出版物の読書

に困難を抱える障害者の出版物の利用の拡大に資すると期待さ

れることから、関係者の理解を得ながら、アクセシビリティに

配慮された電子出版の普及に向けた取組を進めるとともに、教

育における活用を図る。6-(2)-4 

○ 現在の日本銀行券が、障害者等全ての人にとってより使いや

すいものとなるよう、五千円券の改良、携帯電話に搭載可能な

券種識別アプリの開発・提供等を実施し、券種の識別性向上を

図る。また、将来の日本銀行券改刷が、視覚障害者にとり券種

の識別性の大幅な向上につながるものとなるよう、関係者から

の意見聴取、海外の取組状況の調査等、様々な観点から検討を

実施する。6-(2)-5 

○ 心身障害者用低料第三種郵便については、障害者の社会参加

に資する観点から、利用の実態等を踏まえながら、引き続き検

討する。6-(2)-6 
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(3) 意思疎通支援の充実 

○聴覚、言語機能、音声機能、視覚、失語、知的、発達、高次

脳機能、重度の身体などの障害や難病のため意思疎通を図るこ

とに支障がある障害者に対して、手話通訳者、要約筆記者、盲

ろう者向け通訳・介助員等の派遣、設置等による支援や点訳、

代筆、代読、音声訳等による支援を行うとともに、手話通訳者、

要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、点訳・音声訳を行う

者等の養成研修等の実施により人材の育成・確保を図り、コミ

ュニケーション支援を充実させる。[2-(3)-1] 

○情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障

害者に対して日常生活用具の給付又は貸与を行うとともに、障

害者等と連携してニーズを踏まえた支援機器の開発の促進を図

る。[2-(3)-2] 

○意思疎通に困難を抱える人が自分の意思や要求を的確に伝

え、正しく理解してもらうことを支援するための絵記号等の普

及及び理解の促進を図る。[2-(3)-3] 

(4) 行政情報のアクセシビリティの向上 

○各府省において、特に障害者や障害者施策に関する情報提供

及び緊急時における情報提供等を行う際には、字幕・音声等の

適切な活用や、知的障害者、精神障害者等にも分かりやすい情

報の提供に努めるなど、多様な障害の特性に応じた配慮を行う。

[2-(4)-1] 

○各府省において、障害者を含む全ての人の利用しやすさに配

慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組むとともに、ウェ

ブサイト等で情報提供を行うに当たっては、キーボードのみで

操作可能な仕様の採用、動画への字幕や音声解説の付与など、

（３）意思疎通支援の充実 

○ 障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者に対し

て、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等の

派遣、設置等による支援を行うとともに、手話通訳者、要約筆

記者、盲ろう者向け通訳・介助員、点訳奉仕員等の養成研修等

の実施により人材の育成・確保を図り、コミュニケーション支

援を充実させる。6-(3)-1 

○ 情報やコミュニケーションに関する支援機器の開発の促進

とその周知を図るとともに、機器を必要とする障害者に対する

給付、利用の支援等を行う。6-(3)-2 

○ 意思疎通に困難を抱える人が自分の意志や要求を的確に伝

え、正しく理解してもらうことを支援するための絵記号等の普

及及び利用の促進を図る。6-(3)-3 

（４）行政情報のバリアフリー化 

○ 各府省において、障害者を含む全ての人の利用しやすさに配

慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組むとともに、地方

公共団体等の公的機関におけるウェブアクセシビリティの向上

等に向けた取組を促進する。6-(4)-1  

○ 各府省において、特に障害者や障害者施策に関する情報提供

及び緊急時における情報提供等を行う際には、知的障害者等に

も分かりやすい情報の提供に努める。6-(4)-4 

● 公的機関に
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「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に即した必要な対応

を行う。また、地方公共団体等の公的機関におけるウェブアク

セシビリティの向上等に向けた取組を促進する。[2-(4)-2] 

○各府省における行政情報の提供等に当たっては、アクセシビ

リティに配慮したＩＣＴを始めとする新たな技術の利活用につ

いて検討を行い、利活用が可能なものについては積極的な導入

を推進するなど、アクセシビリティに配慮した情報提供に努め

る。[2-(4)-3] 

○災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害者

に対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業者、消防機関、

都道府県警察等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達

の体制の整備を促進する。[2-(4)-4] 

○政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字、音声、拡大文字

又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、ＩＣＴの進

展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関する情報提

供の充実に努める。[2-(4)-5] 

○ 災害発生時に障害者に対して適切に情報を伝達できるよう、

民間事業者等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の

体制の整備を促進する。6-(4)-2 

○ 政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字又は音声による候

補者情報の提供等、障害特性に応じた選挙等に関する情報の提

供に努める。6-(4)-3 

おけるウェブア

クセシビリティ

の向上やＩＣＴ

等の利活用によ

るアクセシビリ

ティに配慮した

行政情報の提供

等を追記 

3.防災、防犯等の推進 

【基本的考え方】 

障害者が地域社会において安全に安心して生活することができ

るよう、第 3 回国連防災世界会議で採択された「仙台防災枠組

2015-2030」を踏まえつつ、災害に強い地域づくりを推進すると

ともに、災害発生時における障害特性に配慮した適切な情報保

障や避難支援、福祉避難所 (福祉避難スペース)を含む避難所や

応急仮設住宅の確保、福祉・医療サービスの継続等を行うこと

ができるよう、防災や復興に向けた取組を推進する。また、障

７．安全・安心 

【基本的考え方】 

障害者が地域社会において、安全・安心して生活することがで

きるよう、防災・防犯対策の推進、消費者被害からの保護等を

図るとともに、東日本大震災の被災地における障害者に配慮し

た復興施策を推進する。 
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害者を犯罪被害や消費者被害から守るため、防犯対策や消費者

トラブルの防止に向けた取組を推進する。 

(1) 防災対策の推進 

○障害者や福祉関係者等の参加及び防災関係部局と福祉関係部

局の連携の下での、地域防災計画等の作成、防災訓練の実施等

の取組を促進し、災害に強い地域づくりを推進する。[3-(1)-1] 

○自力避難の困難な障害者等が利用する要配慮者利用施設が立

地する土砂災害のおそれのある箇所において、砂防えん堤等の

施設整備等及び危険な区域の明示等のハード・ソフト一体とな

った土砂災害対策を重点的に推進する。[3-(1)-2] 

○災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害者

に対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業者、消防機関、

都道府県警察等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達

の体制の整備を促進する。[3-(1)-3:再掲] 

○災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に避難行

動要支援者名簿等を活用した障害者に対する適切な避難支援

や、その後の安否確認を行うことができるよう、地方公共団体

における必要な体制整備を支援する。[3-(1)-4] 

○避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するとともに、

「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」等を踏まえ、避難所

において障害者が障害特性に応じた支援と合理的配慮を得るこ

とができるよう市町村の取組を促していく。また、必要な福祉

避難所を確保するよう市町村の取組を促していく。さらに、車

椅子利用者も使用できる応急仮設住宅の確保が適切に図られる

よう、地域の実情を踏まえつつ、災害救助法に基づく応急救助

の実施主体である都道府県の取組を促していく。[3-(1)-5] 

（１）防災対策の推進 

○ 障害者や福祉関係者等の参加及び防災関係部局と福祉関係

部局の連携の下での、地域防災計画等の作成、防災訓練の実施

等の取組を促進し、災害に強い地域づくりを推進する。7-(1)-1

○ 自力避難の困難な障害者等が利用する災害時要援護者関連

施設が立地する土砂災害のおそれのある箇所において、ハー

ド・ソフト一体となった土砂災害対策を重点的に推進する。

7-(1)-2 

○ 災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害者

に対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業者等の協力を

得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の体制の整備を促進する。

7-(1)-3 

○ 災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に避難行

動要支援者名簿等を活用した障害者に対する適切な避難支援

や、その後の安否確認を行うことができるよう、地方公共団体

における必要な体制整備を支援する。7-(1)-4 

○ 避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するととも

に、避難所において障害者が、必要な物資を含め、障害特性に

応じた支援を得ることができるよう、市町村における必要な体

制の整備を支援する。7-(1)-5 
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○災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供すること

ができるよう、障害者支援施設・医療機関等における災害対策

を推進するとともに、福祉避難所の協定など、地域内外の他の

社会福祉施設・医療機関等との広域的なネットワークの形成に

取り組む。[3-(1)-6] 

○火災や救急事案の発生時に聴覚・言語機能障害者がいつでも

どこからでも円滑な緊急通報を行えるよう、全国の消防本部に

おけるスマートフォン等を活用した音声によらない緊急通報シ

ステムの導入を推進する。[3-(1)-7] 

○水害・土砂災害時に要配慮者の円滑かつ迅速な避難の確保を

図るため、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用

施設における避難確保計画の作成及び訓練の実施を促進する。

[3-(1)-8] 

○障害者が安心して障害福祉サービス等を利用することができ

るよう、非常災害時における消防団や近隣住民との連携体制の

構築を促進するとともに、建築基準法、消防法の基準に適合さ

せるための改修費用や消火設備の設置費用の一部を助成するこ

と等により、防火安全体制の強化を図る。[3-(1)-9] 

○各地方公共団体における平常時の防災体制や、災害発生後の

避難所、応急仮設住宅等において、障害のある女性を含め、防

災・復興の取組での女性への配慮を促すため、「男女共同参画の

視点からの防災・復興の取組指針」等の内容を踏まえ、情報提

供を行う。[3-(1)-10] 

(2) 東日本大震災をはじめとする災害からの復興の推進 

○それぞれの地域の復興施策の企画・立案及び実施における、

障害者やその家族等の参画を促進し、地域全体のまちづくりを

○ 災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供すること

ができるよう、障害者支援施設・医療機関等における災害対策

を推進するとともに、地域内外の他の社会福祉施設・医療機関

等との広域的なネットワークの形成に取り組む。7-(1)-6 

○ 火事や救急時におけるファックスやEメール等による通報を

可能とする体制の充実に取り組むとともにその利用の促進を図

る。7-(1)-7 

（２）東日本大震災からの復興 

○ それぞれの地域の復興施策の企画・立案及び実施における、

障害者やその家族等の参画を促進し、地域全体のまちづくりを



13／55 

推進するため、事例集の作成・公表などの情報提供を行う。

[3-(2)-1] 

○障害者の被災地での生活の継続、被災地への帰還を支援する

ため、被災地の障害福祉サービス事業者に対する支援を実施し、

被災地における安定的な障害福祉サービスの提供を図る。

[3-(2)-2] 

○住み慣れた生活環境から離れて避難生活を行っている障害者

に対する心のケア、見守り活動、相談活動等の取組の充実を図

る。[3-(2)-3] 

○被災地における雇用情勢を踏まえ、産業政策と一体となった

雇用の創出、求人と求職のミスマッチの解消を図り、障害者の

就職支援を推進する。[3-(2)-4] 

(3) 防犯対策の推進 

○ファックスやＥメール等による 110 番通報について、その利

用促進を図るとともに、事案の内容に応じた迅速・的確な対応

を行う。[3-(3)-1] 

○警察職員に対し障害及び障害者に対する理解を深めるための

研修の充実に取り組むとともに、障害者のコミュニケーション

を支援するため、手話を行うことのできる警察官等の交番等へ

の配置、コミュニケーション支援ボードの活用等を図る。

[3-(3)-2] 

○警察と地域の障害者団体、福祉施設、行政等との連携の促進

等により、犯罪被害の防止と犯罪被害の早期発見に努める。

[3-(3)-3] 

○平成 28(2016)年 7 月に発生した障害者支援施設における殺傷

事件を踏まえ、障害者支援施設等を利用する障害者が安心して

推進する。7-(2)-1 

○ 障害者の被災地での生活の継続、被災地への帰還を支援する

ため、被災地の障害福祉サービス事業者に対する支援を実施し、

被災地における安定的な障害福祉サービスの提供を図る。

7-(2)-2 

○ 住み慣れた生活環境から離れて避難生活を行っている障害

者に対する、心のケア、見守り活動、相談活動等の取組の充実

を図る。7-(2)-3 

○ 被災地における雇用情勢を踏まえ、産業政策と一体となった

雇用の創出、求人と求職のミスマッチの解消を図り、障害者の

就職支援を推進する。7-(2)-4 

（３）防犯対策の推進 

○ ファックスや E メール等による緊急通報について、その利用

の促進を図るとともに、事案の内容に応じた迅速・適切な対応

を行う。7-(3)-1 

○ 警察職員に対し障害及び障害者に対する理解を深めるため

の研修の充実に取り組むとともに、手話を行うことのできる警

察官の交番への配置、コミュニケーション支援ボードの活用等、

障害者のコミュニケーションを支援するための取組を推進す

る。7-(3)-2 

○ 警察と地域の障害者団体、福祉施設、行政等との連携の促進

等により、犯罪被害の防止と犯罪被害の早期発見に努める。

7-(3)-3 

● 障害者支援

施設等の防犯に
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生活できるように、防犯に係る安全確保のための施設整備や防

犯に係る職員の対応に関する点検等の取組を促進するととも

に、関係機関や地域住民等と連携し安全確保体制の構築を図る。

[3-(3)-4] 

○「女性に対する暴力をなくす運動」等を通じて、障害者を含

む女性に対する暴力の予防と根絶に向けた国民運動を一層推進

するとともに、障害者を含む性犯罪・性暴力の被害者や配偶者

等からの暴力の被害者に対する支援体制の充実を図るため、行

政の関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援

センターの設置促進・運営の安定化や配偶者暴力相談支援セン

ターにおける相談機能の充実を図る。[3-(3)-5] 

(4) 消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

○消費者トラブルの防止及び障害者の消費者としての利益の擁

護・増進に資するよう、必要な情報提供を行うとともに、障害

者及び障害者に対する支援を行う者の各種消費者関係行事への

参加の促進、研修の実施等により、障害者等に対する消費者教

育を推進する。[3-(4)-1] 

○障害者団体、消費者団体、福祉関係団体、行政等、地域の多

様な主体の連携により、障害者等の消費者被害防止のための見

守りネットワーク(消費者安全確保地域協議会)の設置を促進す

る。[3-(4)-2] 

○地方公共団体における、消費生活センター等におけるファッ

クスやＥメール等での消費者相談の受付や、相談員等の障害者

理解のための研修の実施等の取組を促進することにより、障害

者の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を図る。[3-(4)-3] 

（４）消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

○ 障害者の消費者トラブルに関する情報を収集し、積極的な発

信を行うとともに、その被害からの救済に関して必要な情報提

供を行い、障害者の消費者トラブルの防止及び被害からの救済

を図る。7-(4)-1 

○ 障害者団体、消費者団体、福祉関係団体、行政等、地域の多

様な主体の連携を促進し、障害者の消費者トラブルの防止及び

早期発見に取り組む。7-(4)-2 

○ 地方公共団体における、消費生活センター等におけるファッ

クスや E メール等での消費者相談の受付や、相談員等の障害者

理解のための研修の実施等の取組を促進することにより、障害

者の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を図る。7-(4)-3 

○ 消費者トラブルの防止及び障害者の消費者としての利益の

係る安全確保の

ための施設整備

を追記 
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○被害を受けた障害者の被害回復に係る法制度の利用の促進の

ため、日本司法支援センター(以下「法テラス」という。)の各

種業務及びこれを遂行する体制の一層の充実に努める。

[3-(4)-4] 

○常勤弁護士を始めとする法テラスの契約弁護士が、福祉機関

等との連携・協力体制を密にすることにより、配慮を要する障

害者などの振り込め詐欺の被害や悪質商法による消費者被害の

早期発見・被害回復に努める。[3-(4)-5] 

擁護・増進に資するよう、障害者及び障害者に対する支援を行

う者の各種消費者関係行事への参加の促進、研修の実施等によ

り、障害者等に対する消費者教育を推進する。7-(4)-4 

○ 被害を受けた障害者の被害回復に係る法制度の利用の促進

のため、日本司法支援センター（法テラス）の各種業務及びこ

れを遂行する体制の一層の充実に努める。7-(4)-5 

○ 常勤弁護士を始めとする日本司法支援センター（法テラス）

の契約弁護士が、福祉機関等との連携・協力体制を密にするこ

とにより、障害者などの社会的弱者の振込め詐欺の被害や悪質

商法による消費者被害の早期発見・被害回復に努める。7-(4)-6

4.差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

【基本的考え方】 

社会のあらゆる場面において障害を理由とする差別の解消を進

めるため、地方公共団体、障害者団体等の様々な主体の取組と

の連携を図りつつ、障害者差別解消法の一層の浸透に向けた各

種の広報・啓発活動を展開するとともに、事業者や国民一般の

幅広い理解の下、環境の整備に係る取組を含め、障害者差別の

解消に向けた取組を幅広く実施することにより、障害者差別解

消法等の実効性ある施行を図る。 

また、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律(平成 23 年法律第 79 号。以下「障害者虐待防止法」と

いう。)の適正な運用を通じて障害者虐待を防止するとともに、

障害者の権利侵害の防止や被害の救済を図るため、相談・紛争

解決体制の充実等に取り組むことにより、障害者の権利擁護の

８．差別の解消及び権利擁護の推進 

【基本的考え方】 

全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向

け、平成 25（2013）年に制定された障害者差別解消法等に基づ

き、障害を理由とする差別の解消の推進に取り組む。あわせて、

障害者虐待防止法に基づく障害者虐待の防止等、障害者の権利

擁護のための取組を進める。 
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ための取組を着実に推進する。 

(1) 権利擁護の推進、虐待の防止 

○障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行うと

ともに、障害者虐待防止法の適切な運用を通じ、障害者虐待の

相談支援専門員等による未然防止、一時保護に必要な居室の確

保及び養護者に対する相談等の支援に取り組む。[4-(1)-1] 

○障害者本人に対する意思決定支援を踏まえた自己決定を尊重

する観点から、意思決定支援ガイドラインの普及を図るととも

に、成年後見制度の適切な利用の促進に向けた取組を進める。

[4-(1)-2] 

○当事者等により実施される障害者の権利擁護のための取組を

支援する。[4-(1)-3] 

○障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被

害からの救済を図るため、相談・紛争解決等を実施する体制の

充実等に取り組むとともに、その利用の促進を図る。[4-(1)-4] 

○知的障害又は精神障害により判断能力が不十分な者による成

年後見制度の適切な利用を促進するため、必要な経費について

助成を行うとともに、成年後見、保佐及び補助の業務を適正に

行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行

う。[4-(1)-5] 

○成年被後見人、被保佐人及び被補助人の権利に係る制限が設

けられている制度(いわゆる欠格条項)については、成年後見制

度の利用の促進に関する法律(平成 28 年法律第 29 号)及び「成

年後見制度利用促進基本計画」(平成 29 年 3 月 24 日閣議決定)

を踏まえて、今後、検討を加え、必要な見直しを行う。[4-(1)-6] 

（２）権利擁護の推進 

○ 障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行うと

ともに、同法の適切な運用を通じ、障害者虐待の防止及び養護

者に対する支援に取り組む。8-(2)-1 

○ 障害者本人に対する意思決定支援を踏まえた自己決定を尊

重する観点から、意思決定支援の在り方を検討するとともに、

成年後見制度の適切な利用の促進に向けた取組を進める。

8-(2)-2 

○ 当事者等により実施される障害者の権利擁護のための取組

を支援する。8-(2)-3 

○ 障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被

害からの救済を図るため、相談・紛争解決等を実施する体制の

充実等に取り組むとともに、その利用の促進を図る。（再掲）

8-(2)-4 

○ 知的障害又は精神障害（発達障害を含む。）により判断能力

が不十分な者による成年後見制度の適正な利用を促進するた

め、必要な経費について助成を行うとともに、後見等の業務を

適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修

を行う。1-(1)-4 
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(2) 障害を理由とする差別の解消の推進 

○障害者差別解消法並びに同法に基づく基本方針、対応要領及

び対応指針に基づき、障害を理由とする不当な差別的取扱いの

禁止や、障害者に対する必要かつ合理的な配慮(合理的配慮)の

提供を徹底するなど、障害を理由とする差別の解消に向けて着

実に取組を進めるとともに、事業者が適切に対応できるよう必

要な取組を行う。[4-(2)-1] 

○障害者差別解消法及び同法に基づく基本方針に基づき、社会

的障壁の除去の実施についての合理的配慮を的確に行うため、

技術進歩の動向を踏まえつつ、ハード面でのバリアフリー化施

策、情報の取得・利用・発信におけるアクセシビリティ向上の

ための施策、職員に対する研修等の環境の整備の施策を着実に

進める。その際、各施策分野の特性を踏まえつつ、当該施策分

野における環境の整備に係る具体的な考え方等を指針等におい

て具体化するなど、施策の円滑な実施に配意する。[4-(2)-2] 

○地域における障害を理由とする差別の解消を推進するため、

都道府県とも連携しつつ、地方公共団体における対応要領の策

定及び障害者差別解消支援地域協議会の組織の促進に向けた取

組を行うとともに、対応要領の策定状況、障害者差別解消支援

地域協議会の組織状況等について把握を行い、取りまとめて公

表する。[4-(2)-3] 

○障害者差別解消法の意義や趣旨、求められる取組等について

幅広い国民の理解を深めるため、内閣府を中心に、関係省庁、

地方公共団体、事業者、障害者団体等の多様な主体との連携に

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

○ 平成 28（2016）年４月の障害者差別解消法の円滑な施行に向

け、同法に規定される基本方針、対応要領及び対応指針を計画

的に策定するとともに、法の趣旨・目的等に関する効果的な広

報・啓発活動、相談・紛争解決体制の整備、障害者差別解消支

援地域協議会の組織の促進等に取り組む。また、同法の施行後

において、同法に規定される基本方針に基づき、同法の適切な

運用及び障害を理由とする差別の解消の推進に取り組む。

8-(1)-1 
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より、同法の一層の浸透に向けた各種の広報・啓発活動を展開

するとともに、合理的配慮の事例等を収集し、整理して公表す

るなどの取組を行う。[4-(2)-4] 

○都道府県労働局及び公共職業安定所(以下「ハローワーク」と

いう。)において、雇用分野における障害者に対する差別の禁止

及び合理的配慮の提供に係る相談・通報等があった場合は、必

要に応じて指導等を行うとともに、当事者からの求めに応じ、

第三者による調停等の紛争解決援助を行う。[4-(2)-5] 

○障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被

害からの救済を図るため、相談・紛争解決等を実施する体制の

充実等に取り組むとともに、その利用の促進を図る。[4-(2)-6:

再掲] 

○心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律(平成 15年法律第 110 号)の対象者の社会復帰

の促進を図るため、同法対象者に対する差別の解消を進める。

[4-(2)-7] 

○各種の国家資格の取得等において障害者に不利が生じないよ

う、試験の実施等に当たり障害特性に応じた合理的配慮を提供

する。[4-(2)-8] 

○法令上、自署によることを求められている手続を除き、本人

の意思確認を適切に実施できる場合に記名捺印や代筆による対

応を認めることを促すなど、書類の記入が必要な手続における

アクセシビリティの確保に向けた対応を検討する。[4-(2)-9] 

※本基本計画においては、障害者に対する合理的配慮の提供や

環境の整備等に関する取組については、分野横断的なものを除

○ 雇用分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が

職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配

慮の提供義務）が新たに規定された改正障害者雇用促進法（平

成 28（2016）年 4 月施行）に基づき、障害者と障害者でない者

との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する能力の有

効な発揮を図る。（再掲）8-(1)-2 

○ 障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被

害からの救済を図るため、相談・紛争解決等を実施する体制の

充実等に取り組むとともに、その利用の促進を図る。8-(1)-3 

※ 本基本計画においては、障害者に対する配慮等に関する取組

について、原則として各分野において掲載している（例えば、
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き、原則として各分野において掲載している(例えば、行政サー

ビス等の分野における配慮等は 7 に、雇用・就業分野における

配慮等は 8 に、教育分野における配慮等は 9 に掲載。)。 

教育分野における配慮等は３に、行政サービス等の分野におけ

る配慮等は９に掲載。）。 

5.自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

【基本的考え方】 

自ら意思を決定すること及び表明することが困難な障害者に対

し、本人の自己決定を尊重する観点から必要な意思決定支援を

行うとともに、障害者が自らの決定に基づき、身近な地域で相

談支援を受けることのできる体制を構築する。 

また、障害者の地域移行を一層推進し、障害者が必要なときに

必要な場所で、地域の実情に即した適切な支援を受けられるよ

う取組を進めることを通じ、障害の有無にかかわらず、国民が

相互に人格と個性を尊重し、安全に安心して暮らすことのでき

る地域社会の実現を図る。 

さらに、障害者及び障害のある子供が、基本的人権を享有する

個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、在宅サービスの量的・質的な充実、障害のあ

る子供への支援の充実、障害福祉サービスの質の向上、アクセ

シビリティ向上に資する機器の研究開発、障害福祉人材の育

成・確保等に着実に取り組む。 

(1) 意思決定支援の推進 

○自ら意思を決定すること及び表明することが困難な障害者が

障害福祉サービスを適切に利用することができるよう、本人の

自己決定を尊重する観点から、意思決定支援ガイドラインの普

１．生活支援 

【基本的考え方】 

障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心

して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的

とし、また、身近な場所において必要な日常生活又は社会生活

を営むための支援を受けられることにより、社会参加の機会が

確保されること及びどこで誰と生活するかについての選択の機

会が確保されることを旨として、障害者及び障害児が基本的人

権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、障害福祉サービス等の障害者及

び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支援を行う。 

● 自己決定を

尊重する観点か

ら、意思決定の

支援に配慮した
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及を図ること等により、意思決定の支援に配慮しつつ、必要な

支援等が行われることを推進する。[5-(1)-1] 

○知的障害又は精神障害により判断能力が不十分な者による成

年後見制度の適切な利用を促進するため、必要な経費について

助成を行うとともに、成年後見、保佐及び補助の業務を適正に

行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行

う。[5-(1)-2:再掲] 

(2) 相談支援体制の構築 

○障害者が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受け

ることのできる体制を構築するため、様々な障害種別、年齢、

性別、状態等に対応し、総合的な相談支援を提供する体制の整

備を図る。[5-(2)-1] 

○障害者個々の心身の状況、サービス利用の意向や家族の意向

等を踏まえたサービス等利用計画案の作成等、当事者の支援の

必要性に応じた適切な支給決定の実施に向けた取組を進める。

[5-(2)-2] 

○相談支援事業者への専門的指導や人材育成、障害者等の相談

等を総合的に行い、地域における相談支援の中核的な役割を担

う基幹相談支援センターの必要性を周知し、その設置を促進す

る。また、関係機関の連携の緊密化や地域の実情に応じた体制

整備についての協議会の設置を促進し、その運営の活性化を図

ることにより、障害者等への支援体制の整備を進める。

[5-(2)-3] 

○発達障害者支援センター等において、発達障害児者やその家

族に対する相談支援やペアレントメンターの養成等を行うとと

もに、地域の医療、保健、福祉、教育、雇用等の関係者による

○ 知的障害又は精神障害（発達障害を含む。）により判断能力

が不十分な者による成年後見制度の適正な利用を促進するた

め、必要な経費について助成を行うとともに、後見等の業務を

適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修

を行う。（再掲）1-(1)-4 

（１）相談支援体制の構築 

○ 障害者が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受け

ることのできる体制を構築するため、様々な障害種別に対応し、

総合的な相談支援を提供する体制の整備を図る。1-(1)-1 

○ 障害者個々の心身の状況、サービス利用の意向、家族の状況

等を踏まえたサービス等利用計画案の作成の促進等、当事者の

支援の必要性に応じた適切な支給決定の実施に向けた取組を進

める。1-(1)-2 

○ 障害者等の相談等を総合的に行い、地域における相談支援の

中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置を促進すると

ともに、関係機関の連携の緊密化とともに地域の実情に応じた

体制整備について協議を行うことで障害者等への支援体制の整

備を図ることを目的とする協議会の設置の促進及び運営の活性

化を図る。1-(1)-3 

○ 発達障害者支援センター等において、地域の医療、保健、福

祉、教育、雇用等の関係者と連携して、発達障害児・者やその

家族に対する相談支援やペアレントメンターの養成等を行うと

必要な支援等の

推進を追記 
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発達障害者支援地域協議会で地域の課題等を協議し、発達障害

者支援センターを中心とした地域生活支援体制の充実を図る。

[5-(2)-4] 

○高次脳機能障害児者への支援について、地域の支援拠点に相

談支援コーディネーターを配置し、ライフステージに応じた専

門的な相談支援や都道府県及び市町村が障害者等への支援体制

の整備を図るために設置する協議会を始めとした関係機関との

連携・調整等を行うとともに、高次脳機能障害に関する情報発

信の充実を図る。[5-(2)-5] 

○難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図

るとともに、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細やかな

相談や支援を通じて地域における難病患者支援対策を推進する

ため、難病相談支援センター等により、地域で生活する難病患

者の日常生活における相談・支援を行う。[5-(2)-6] 

○障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行うと

ともに、障害者虐待防止法の適切な運用を通じ、障害者虐待の

相談支援専門員等による未然防止、一時保護に必要な居室の確

保及び養護者に対する相談等の支援に取り組む。[5-(2)-7:再

掲] 

○各種ガイドラインの策定及び普及、障害者相談員や相談支援

に従事する職員に対する研修の実施等により、相談業務の質の

向上を図るとともに、児童相談所、更生相談所、保健所等の関

係機関間のネットワークの形成及びその活用を推進し、障害者

が身近な地域で専門的相談を行うことができる体制を構築す

る。[5-(2)-8] 

○家族と暮らす障害者について情報提供や相談支援等によりそ

の家庭や家族を支援する。また、ピアサポーターの育成を行う

ともに、発達障害者支援センターを中心とした地域生活支援体

制の充実を図る。1-(1)-5 

○ 高次脳機能障害（失語症等の関連症状を併発した場合を含

む。）について、地域の支援拠点に相談支援コーディネーターを

配置し、専門的な相談支援や関係機関との連携・調整等を行う

とともに、高次脳機能障害に関する情報発信の充実を図る。

1-(1)-6 

○ 難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図

るとともに、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細やかな

相談や支援を通じて地域における難病患者支援対策を推進する

ため、難病相談・支援センター等により、地域で生活する難病

患者の日常生活における相談・支援を行う。1-(1)-7 

○ 障害者虐待防止法に基づき、障害者の養護者に対して相談等

の支援を行う。1-(1)-8 

○ 各種ガイドラインの策定及び普及、障害者相談員や相談支援

に従事する職員に対する研修の実施等により、相談業務の質の

向上を図るとともに、児童相談所、更生相談所、保健所等の関

係機関間のネットワークの形成及びその活用を推進し、障害者

が身近な地域で専門的相談を行うことができる体制を構築す

る。1-(1)-9 

○ 家族と暮らす障害者について情報提供や相談支援等により

その家庭や家族を支援するとともに、ピアカウンセリング等の



22／55 

とともに、ピアカウンセリング、ピアサポート等の障害者・家

族同士が行う援助として有効かつ重要な手段である当事者等に

よる相談活動の更なる拡充を図る。[5-(2)-9] 

○発達障害児者やその家族に対する支援を強化するため、地域

生活支援事業の活用によって、ピアサポートを行う人材を育成

するとともに、ピアサポートを推進する。[5-(2)-10] 

○「女性に対する暴力をなくす運動」等を通じて、障害者を含

む女性に対する暴力の予防と根絶に向けた国民運動を一層推進

するとともに、障害者を含む性犯罪・性暴力の被害者や配偶者

等からの暴力の被害者に対する支援体制の充実を図るため、行

政の関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援

センターの設置促進・運営の安定化や配偶者暴力相談支援セン

ターにおける相談機能の充実を図る。[5-(2)-11:再掲] 

(3) 地域移行支援、在宅サービス等の充実 

○障害者が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわし

い日常生活又は社会生活を営むことができるよう、個々の障害

者のニーズ及び実態に応じて、在宅の障害者に対する日常生活

又は社会生活を営む上での、居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護等の支援を行うとともに、短期入所及び日中活動

の場の確保等により、在宅サービスの量的・質的充実を図る。

[5-(3)-1] 

○常時介護を必要とする障害者が、自らが選択する地域で生活

できるよう、日中及び夜間における医療的ケアを含む支援の充

実を図るとともに、体調の変化・支援者の状況等に応じて一時

的に利用することができる社会資源の整備を促進する。

[5-(3)-2] 

障害者同士が行う援助として有効かつ重要な手段である当事者

による相談活動の更なる拡充を図る。1-(1)-10 

（２）在宅サービス等の充実 

○ 障害者が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわ

しい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、個々の障

害者のニーズ及び実態に応じて、在宅の障害者に対する日常生

活又は社会生活を営む上での、居宅介護、重度訪問介護、同行

援護、行動援護等の支援を行うとともに、短期入所及び日中活

動の場の確保等により、在宅サービスの量的・質的充実を図る。

1-(2)-1 

○ 常時介護を必要とする障害者が、自らが選択する地域で生活

できるよう、日中及び夜間における医療的ケアを含む支援の質

と量の充実を図るとともに、体調の変化等、必要に応じて一時

的に利用することができる社会資源の整備を促進する。また、

常時介護を必要とする障害者等に対し必要な支援を適切に実施
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○障害者の身体機能又は生活能力の向上を目的とした自立訓練

(機能訓練、生活訓練)を障害の区別なく利用できる仕組みに改

めるとともに、利用者の障害特性に応じた専門職員による訓練

の取組を促進し、利用者が身近な事業所において必要な訓練を

受けられるようにする。[5-(3)-3] 

○外出のための移動支援、創作的活動や生産活動の機会を提供

するとともに、日常生活に必要な便宜を供与する地域活動支援

センターの機能の充実等、地域生活を支援するために地方公共

団体が地域の特性や利用者の状況に応じて実施する取組に対す

る支援を推進する。[5-(3)-4] 

○地域で生活する障害者の支援を進めるために、地域生活支援

拠点等の整備を図り、障害の重度化・高齢化にも対応できるよ

う、居住支援、サービスの提供体制の確保及び専門的ケアの支

援を行う機能を強化する。[5-(3)-5] 

○地域生活への移行を進める観点から、障害者支援施設におい

ては、入所者の地域生活移行支援や地域で生活する障害者の支

援を推進し、また、障害者の地域における居住の場の一つとし

て、多様な形態のグループホームの整備を促進するとともに、

重度障害者にも対応した体制の充実を図る。[5-(3)-6] 

○障害者の一人暮らしを支える新たなサービスである自立生活

援助を導入することにより、障害者の地域生活への移行を推進

できるよう、常時介護を必要とする障害者等の支援の在り方に

関する検討を行う。1-(2)-2 

○ 自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身

体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練（機能訓練及び

生活訓練）を提供する。1-(2)-3 

○ 外出のための移動支援、創作的活動や生産活動の機会を提供

するとともに日常生活に必要な便宜を供与する地域活動支援セ

ンターの機能の充実等、地方公共団体が地域の特性や利用者の

状況に応じて実施する地域生活支援のための取組に対する支援

を推進する。1-(2)-4 

○ 障害者の移動に関する支援の在り方について、社会参加の機

会の確保の観点から、障害者のニーズと実情を踏まえた検討を

行う。1-(2)-5 

○ 障害の重度化・重複化、高齢化に対応する地域における居住

の支援やサービス提供体制の在り方、専門的ケア方法の確立及

び強度行動障害のある者等への適切な支援の在り方について引

き続き検討する。1-(2)-7 

○ 障害者支援施設について、地域で生活する障害者に対する在

宅支援の拠点としてその活用を図るとともに、施設の一層の小

規模化・個室化により入所者の生活の質の向上を図る。また、

グループホーム等の充実を図り、入所者の地域生活（グループ

ホームや一般住宅（居宅での単身生活を含む。）等）への移行を

推進する。1-(2)-6 

● 自立生活援

助の導入による
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する。[5-(3)-7] 

○精神障害者とその家族が地域の一員として安心して自分らし

い暮らしをすることができるよう、保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場及び住まいの確保支援も含めた地域の基盤整備を

推進し、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築

を推進する。[5-(3)-8] 

(4) 障害のある子供に対する支援の充実 

○障害児やその家族を含め、全ての子供子どもや子育て家庭を

対象として、身近な地域において、子ども・子育て支援法(平成

24 年法律第 65 号)に基づく給付その他の支援を可能な限り講ず

るとともに、障害児が円滑に同法に基づく教育・保育等を利用

できるようにするために「優先利用」の対象として周知するな

ど必要な支援を行う。[5-(4)-1] 

○障害児を受け入れる保育所のバリアフリー化の促進、障害児

保育を担当する職員の確保や専門性向上を図るための研修の実

施、保育所等訪問支援事業の活用等により、障害児の保育所で

の受入れを促進する。[5-(4)-2] 

○障害児の発達を支援する観点から、幼児の成長記録や指導上

の配慮に関する情報を、情報の取扱いに留意しながら、必要に

応じて関係機関間で共有するなど、障害児及びその家族に対し

て、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した効果的な支援を地域

の身近な場所で提供する体制の構築を図り、療育方法等に関す

る情報提供やカウンセリング等の支援を行う。[5-(4)-3] 

○発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、発達障害の

診療・支援ができる医師の養成を図るとともに、巡回支援専門

（３）障害児支援の充実 

○ 障害児やその家族を含め、全ての子どもや子育て家庭を対象

として、身近な地域において、子ども・子育て支援法（平成 24

年法律第 65 号）に基づく給付その他の支援を可能な限り講じる

とともに、障害児が円滑に同法に基づく教育・保育等を利用で

きるようにするために必要な支援を行う。1-(3)-1 

○ 障害児を受け入れる保育所のバリアフリー化の促進、障害児

保育を担当する保育士の専門性向上を図るための研修の実施等

により、障害児の保育所での受入れを促進するとともに、幼稚

園における特別支援教育体制の整備を図るため、公立幼稚園に

おける特別支援教育支援員の配置等を推進する。1-(3)-2 

○ 障害児の発達を支援する観点から、障害児及びその家族に対

して、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した効果的な支援を地

域の身近な場所で提供する体制の構築を図り、療育方法等に関

する情報提供やカウンセリング等の支援を行う。1-(3)-3 

障害者の地域生

活移行の推進を

追記 

● 発達障害の

早期発見・支援



25／55 

員等の支援者の配置の促進を図る。[5-(4)-4] 

○児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)に基づき、障害児に対し

て指導訓練等の支援を行う児童発達支援等を提供するととも

に、障害者総合支援法に基づき、居宅介護、短期入所、障害児

を一時的に預かって見守る日中一時支援等を提供し、障害児が

身近な地域で必要な支援を受けられる体制の充実を図る。また、

障害児の発達段階に応じて、保育所等訪問支援及び放課後等デ

イサービス等の適切な支援を提供する。さらに、医療的ケアが

必要な障害児については、地域において包括的な支援が受けら

れるように、保健・医療・福祉等の関係機関の連携促進に努め

る。[5-(4)-5] 

○障害児について情報提供や相談支援等によりその家庭や家族

を支援するとともに、在宅で生活する重症心身障害児者につい

て、専門的な支援の体制を備えた短期入所や居宅介護、児童発

達支援等、在宅支援の充実を図る。[5-(4)-6] 

○児童発達支援センター及び障害児入所施設について、障害の

重度化・重複化や多様化を踏まえ、その専門的機能の強化を図

るとともに、これらの機関を地域における中核的支援施設と位

置付け、地域の事業所等との連携や、障害児の医療的ケアを含

めた多様なニーズに対応する療育機関としての役割を担うた

め、必要な体制整備を図る。[5-(4)-7] 

(5) 障害福祉サービスの質の向上等 

○障害福祉サービス及び相談支援が円滑に実施されるよう、こ

れらのサービス等を提供する者、又はこれらの者に対し必要な

指導を行う者を養成し配置を促進する。[5-(5)-1] 

○障害福祉サービス事業所の職員が、共生社会の理念を理解し、

○ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づき、障害児に

対して指導訓練等の支援を行う児童発達支援等を提供するとと

もに、障害者総合支援法に基づき、居宅介護、短期入所、障害

児を一時的に預かって見守る日中一時支援等を提供し、障害児

が身近な地域で必要な支援を受けられる体制の充実を図る。ま

た、障害児の発達段階に応じて、保育所等訪問支援及び放課後

等デイサービス等の適切な支援を提供する。1-(3)-4 

○ 障害児について情報提供や相談支援等によりその家庭や家

族を支援するとともに、在宅で生活する重症心身障害児（者）

について、短期入所や居宅介護、児童発達支援等、在宅支援の

充実を図る。1-(3)-5 

○ 児童発達支援センター及び障害児入所施設について、障害の

重度化・重複化や多様化を踏まえ、その専門的機能の強化を図

るとともに、これらの機関を地域における中核的支援施設と位

置付け、地域や障害児の多様なニーズに対応する療育機関とし

ての役割を担うため、必要な施設整備も含めて体制整備を図る。

1-(3)-6 

（４）サービスの質の向上等 

○ 障害福祉サービス又は相談支援が円滑に実施されるよう、こ

れらのサービス等を提供する者、又はこれらの者に対し必要な

指導を行う者を養成する。1-(4)-1 

に向けた巡回支

援等の促進を追

記 
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障害者やその家族の意思を尊重しながら必要な支援を行うこと

ができるよう、研修の実施等を推進する。[5-(5)-2] 

○障害福祉サービス等を提供する事業者に対する適切な苦情解

決の推進、事業者に対する第三者評価の適切な実施及び評価結

果の公表の促進等に努める。また、障害福祉サービス等情報公

表制度の活用により、障害福祉サービス等を利用する障害者等

が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるようにす

るとともに、事業者によるサービスの質の向上を図る。

[5-(5)-3] 

○自ら意思を決定すること及び表明することが困難な障害者が

障害福祉サービスを適切に利用することができるよう、本人の

自己決定を尊重する観点から、意思決定支援ガイドラインの普

及を図ること等により、意思決定の支援に配慮しつつ、必要な

支援等が行われることを推進する。[5-(5)-4:再掲] 

○地方公共団体における障害福祉計画の策定に当たり、国にお

いて、障害者の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等

に係る数値目標等を定めた基本指針を策定し、障害福祉サービ

ス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業

を提供するための体制の確保が計画的に図られるように取り組

む。[5-(5)-5] 

○長時間サービスを必要とする重度訪問介護利用者等に対し

て、適切な支給決定がなされるよう実施主体である市町村への

周知に取り組むとともに、都道府県との連携の下、市町村に対

する支援を行う。[5-(5)-6] 

○障害福祉サービスの提供に当たっては、都道府県による管内

市町村への適切な支援等を通じ、地域間におけるサービスの格

差について引き続き均てんを図る。[5-(5)-7] 

○ 障害福祉サービス等の質の向上を図るため、障害福祉サービ

ス等を提供する事業者に対する適切な苦情解決の推進、事業者

に対する第三者評価の適切な実施及び評価結果の公表の促進等

に努める。1-(4)-2 

○ 知的障害者又は精神障害者（発達障害者を含む。）が障害福

祉サービスを適切に利用することができるよう、本人の自己決

定を尊重する観点から、意思決定の支援に配慮しつつ、必要な

支援等を行う。1-(4)-3 

○ 地方公共団体における障害福祉計画の策定に当たり、国にお

いて、障害者の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等

に係る数値目標等を定めた基本指針を策定し、障害福祉サービ

ス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業

を提供するための体制の確保が計画的に図られるように取り組

む。1-(4)-4 

○ 長時間サービスを必要とする重度訪問介護利用者等に対し

て、適切な支給決定がなされるよう実施主体である市町村への

周知に取り組むとともに、都道府県との連携の下、市町村に対

する支援を行う。1-(4)-5 

○ 障害福祉サービスの提供に当たっては、都道府県による管内

市町村への適切な支援等を通じ、地域間におけるサービスの格

差について均てんを図る。1-(4)-6 

● 障害福祉サ

ービス等情報公

表制度の活用に

よるサービスの

質の向上を追記 
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○難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たって

は、障害者総合支援法)の対象疾病の拡大を図っていくととも

に、各地方公共団体において、難病等の特性(病状の変化や進行、

福祉ニーズ等)に配慮した円滑な事務が実施されるよう、理解と

協力の促進を図る。[5-(5)-8] 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律及び児童福祉法の一部を改正する法律(平成 28 年法律第 65

号)による改正後の障害者総合支援法等の施行の状況や、都道府

県及び市町村が策定する障害福祉計画や障害児福祉計画に基づ

く業務の実施状況等を踏まえながら、障害者の生活ニーズを踏

まえた障害福祉サービスの更なる充実等を図るための方策につ

いて、継続的な検討を加え、必要があると認めるときは、その

結果に基づいて必要な措置を講ずる。[5-(5)-9] 

(6) 福祉用具その他アクセシビリティの向上に資する機器の普

及促進・研究開発及び身体障害者補助犬の育成等 

○良質で安価な福祉用具の供給による利用者の利便性の向上を

図るため、研究開発の推進等を進める。また、研究開発や障害

者等のニーズを踏まえ、ユニバーサルデザイン化を促進し、誰

もが使いやすいものづくりを推進する。さらに、福祉用具の適

切な普及促進を図るため、積極的に標準化を進めるとともに、

必要に応じて国際規格提案を行う。[5-(6)-1] 

○補装具の購入、借受け又は修理に要する費用の一部に対する

公費の支給、日常生活用具の給付・貸与を行うとともに、福祉

用具に関する情報提供などにより、時代に応じた福祉用具等の

普及を促進する。[5-(6)-2] 

○情報提供機関や相談機関のネットワーク体制の構築により、

○ 難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たって

は、各地方公共団体において、難病等の特性（病状の変化や進

行、福祉ニーズ等）に配慮した円滑な事務が実施されるよう、

理解と協力の促進を図る。1-(4)-7 

（６）福祉用具の研究開発及び身体障害者補助犬の育成等 

○ 良質で安価な福祉用具の供給による利用者の利便性の向上

を図るため、研究開発の推進等を進める。また、研究開発や障

害者等のニーズを踏まえ、ユニバーサルデザイン化を促進し、

誰もが使いやすいものづくりを推進する。さらに福祉用具の適

切な普及促進を図るため、積極的に標準化を進めるとともに、

必要に応じて国際規格提案を行う。1-(6)-1 

○ 補装具の購入又は修理に要する費用の一部に対する公費の

支給、日常生活用具の給付・貸与を行うとともに、福祉用具に

関する情報提供などにより、その普及を促進する。1-(6)-2 

○ 情報提供機関や相談機関のネットワーク体制の構築により、

● PDCA サイク

ルの導入による

障害福祉サービ

スの更なる充実
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福祉用具に関する情報の提供や相談窓口の整備を推進するとと

もに、研修の充実等により、福祉用具の相談等に従事する専門

職員の資質向上を図る。[5-(6)-3] 

○身体障害者補助犬法(平成 14 年法律第 49 号)に基づき、身体

障害者補助犬の育成及び身体障害者補助犬を使用する身体障害

者の施設等の利用の円滑化を図る。[5-(6)-4] 

○障害者等の自立行動支援の観点から、安全・安心な生活に向

けた支援のためのロボット技術等の研究開発を推進する。また、

「ロボット新戦略」(平成 27 年 2 月 10 日日本経済再生本部決定)

に基づき、ロボット介護機器の開発や介護現場への導入に必要

な環境整備等を推進する。[5-(6)-5] 

(7) 障害福祉を支える人材の育成・確保 

○社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の福祉専門職に

ついて、その専門性や知見の有効な活用を図りつつ、養成及び

確保に努めるとともに、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、

義肢装具士、言語聴覚士、公認心理師等のリハビリテーション

等 に従事する者について、専門的な技術及び知識を有する人材

の確保と資質の向上を図る。また、ホームヘルプサービスにつ

いて、障害特性を理解したホームヘルパーの養成及び研修を行

う。さらに、障害福祉サービス等を提供する事業者に対し、労

働法規の遵守を徹底するとともに、サービス従事者の処遇改善

や職場環境の改善などに努める。[5-(7)-1] 

○国立障害者リハビリテーションセンター等の国立専門機関等

において障害に係る専門的な研究を行うとともに、情報の収

集・提供等を行い、障害保健福祉に従事する職員の養成・研修

福祉用具に関する情報の提供や相談窓口の整備を推進するとと

もに、研修の充実等により、福祉用具の相談等に従事する専門

職員の資質向上を図る。1-(6)-3 

○ 身体障害者補助犬法（平成 14 年法律第 49 号）に基づき、身

体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の育成及び身体障

害者補助犬を使用する身体障害者の施設等の利用の円滑化を図

る。1-(6)-4 

（５）人材の育成・確保 

○ 社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士等の福祉専門職に

ついて、その有効な活用を図りつつ、養成及び確保に努めると

ともに、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装具士、

言語聴覚士等の医学的リハビリテーションに従事する者につい

て、専門的な技術及び知識を有する人材の確保と資質の向上を

図る。また、ホームヘルプサービスについて、障害特性を理解

したホームヘルパーの養成及び研修を行う。さらに、障害福祉

サービス等を提供する事業者に対し、労働法規の遵守を徹底す

る。1-(5)-1 

○ 国立障害者リハビリテーションセンター等の国立専門機関

等において障害に係る専門的な研究を行うとともに、障害保健

福祉に従事する職員の養成・研修においてこれらの機関の積極
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においてこれらの機関の積極的な活用を図る。[5-(7)-2] 

○発達障害児者やその家族に対する支援を強化するため、地域

生活支援事業の活用によって、ピアサポートを行う人材を育成

するとともに、ピアサポートを推進する。[5-(7)-3:再掲] 

的な活用を図る。1-(5)-2 

（７）障害福祉サービス等の段階的な検討 

○ 障害者の生活ニーズを踏まえた障害福祉サービスの更なる

充実等を図るため、地域社会における共生の実現に向けて新た

な障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法

律（平成 23 年法律第 51 号）附則第３条第１項に基づき、障害

支援区分の認定を含めた支給決定の在り方等、同条同項に規定

された事項について検討を加え、その結果に基づいて、所要の

措置を講ずる。1-(7)-1 

6.保健・医療の推進 

【基本的考え方】 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをす

ることができるよう、精神障害者への医療の提供・支援を可能

な限り地域において行う。また、入院中の精神障害者の早期退

院及び地域移行を推進し、いわゆる社会的入院の解消を進める。

また、精神障害者の地域への円滑な移行・定着が進むよう、退

院後の支援に関する取組を行う。障害者が身近な地域で必要な

医療やリハビリテーションを受けられるよう、地域医療体制等

の充実を図る。 

また、優れた基礎研究の成果による革新的な医薬品等の開発を

促進するとともに、最新の知見や技術を活用し、疾病等の病因・

２．保健・医療 

【基本的考え方】 

障害者が身近な地域において、保健・医療サービス、医学的リ

ハビリテーション等を受けることができるよう、提供体制の充

実を図る。特に、入院中の精神障害者の退院、地域移行を推進

するため、精神障害者が地域で暮らせる環境の整備に取り組む。

あわせて、難病に関する施策を推進する。 
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病態の解明、予防、治療等に関する研究開発を推進する。さら

に、質の高い医療サービスに対するニーズに応えるため、ＡＩ

やＩＣＴ、ロボット技術の活用等による革新的な医療機器の開

発を推進する。 

あわせて、保健・医療人材の育成・確保や、難病に関する保健・

医療施策、障害の原因となる疾病等の予防・治療に関する施策

を着実に進める。 

(1) 精神保健・医療の適切な提供等 

○精神障害者への医療の提供・支援を可能な限り地域において

行うとともに、入院中の精神障害者の早期退院(入院期間の短

縮)及び地域移行を推進し、いわゆる社会的入院を解消するた

め、次に掲げる取組を通じて、精神障害者が地域で生活できる

社会資源を整備する。[6-(1)-1] 

ア 専門診療科以外の診療科、保健所等、健診の実施機関等と

専門診療科との連携を促進するとともに、様々な救急ニーズに

対応できる精神科救急システムを確立するなど地域における適

切な精神医療提供体制の確立や相談機能の向上を推進する。

[6-(1)-1-ア] 

イ 精神科デイケアのサービス提供内容の充実を図るととも

に、外来医療、ひきこもり等の精神障害に対する多職種による

アウトリーチ(訪問支援)を充実させる。[6-(1)-1-イ] 

ウ 居宅介護など訪問系サービスの充実や地域相談支援(地域

移行支援・地域定着支援)の提供体制の整備を図る。[6-(1)-1-

ウ] 

エ 精神障害者の地域移行の取組を担う精神科医、看護職員、

精神保健福祉士、公認心理師等について、人材育成や連携体制

（２）精神保健・医療の提供等 

○ 精神障害者への医療の提供・支援を可能な限り地域において

行うとともに、入院中の精神障害者の早期退院（入院期間の短

縮）及び地域移行を推進し、いわゆる社会的入院を解消するた

め、以下の取組を通じて、精神障害者が地域で生活できる社会

資源を整備する。2-(2)-1 

ア 専門診療科以外の診療科、保健所等、健診の実施機関等と専

門診療科との連携を促進するとともに、様々な救急ニーズに対

応できる精神科救急システムを確立するなど地域における適切

な精神医療提供体制の確立や相談機能の向上を推進する。

2-(2)-1-ア 

イ 精神科デイケアの充実や、外来医療、多職種によるアウトリ

ーチ（訪問支援）の充実を図る。2-(2)-1-イ 

ウ 居宅介護など訪問系サービスの充実や地域相談支援（地域移

行支援・地域定着支援）の提供体制の整備を図る。2-(2)-1-ウ 

エ 精神障害者の地域移行の取組を担う精神科医、看護職員、精

神保健福祉士、心理職等について、人材育成や連携体制の構築
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の構築等を図る。[6-(1)-1-エ] 

○学校、職域及び地域における心の健康に関する相談、カウン

セリング等の機会の充実により、一般国民の心の健康づくり対

策を推進する。加えて、学校においては子供の心の変化に気付

くための取組の促進、職域においては事業者によるメンタルヘ

ルス不調者への適切な対応、地域においては保健所、精神保健

福祉センターで心の健康相談を行う。また、精神疾患の予防と

早期発見方法の確立及び発見の機会の確保・充実を図り、適切

な支援につなげる。[6-(1)-2] 

○精神障害者及び家族のニーズに対応した多様な相談体制の構

築を図る。精神障害者に対する当事者及び家族による相談活動

に取り組む地方公共団体に対し支援を行う。[6-(1)-3] 

○精神医療における人権の確保を図るため、精神医療審査会運

営マニュアルの見直しや地方公共団体における好事例の周知な

どにより、都道府県及び指定都市に対し、その機能の充実・適

正化を促す。[6-(1)-4] 

○精神疾患について、患者の状態像や特性に応じた精神病床の

機能分化を進めるとともに、適切な医療の提供を確保し、患者・

家族による医療機関の選択に資するよう、精神医療に関する情

報提供及び安全対策の推進を図る。[6-(1)-5] 

○平成 29(2017)年 2 月に取りまとめられた「これからの精神保

健医療福祉のあり方に関する検討会」の報告書の内容を踏まえ、

精神科病院に入院中の患者の意思決定支援等の権利擁護につい

て、医療機関以外の第三者による意思決定支援等の権利擁護を

行うことを検討する。[6-(1)-6] 

○精神障害者とその家族が地域の一員として安心して自分らし

等を図る。2-(2)-1-エ 

○ 学校、職域及び地域における心の健康に関する相談、カウン

セリング等の機会の充実により、一般国民の心の健康づくり対

策を推進するとともに、精神疾患の早期発見方法の確立及び発

見の機会の確保・充実を図る。2-(2)-2 

○ 精神障害者及び家族のニーズに対応した多様な相談体制の

構築を図る。精神障害者に対する当事者による相談活動に取り

組む地方公共団体に対し支援を行う。2-(2)-3 

○ 精神医療における人権の確保を図るため、精神医療審査会の

審査の在り方の見直し等により、都道府県及び指定都市に対し、

その機能の充実・適正化を促す。2-(2)-4 

○ 精神疾患について、患者の状態像や特性に応じた精神病床の

機能分化を進めるとともに、適切な医療の提供を確保し、患者・

家族による医療機関の選択に資するよう、精神医療に関する情

報提供、EBM（根拠に基づく医療）及び安全対策の推進を図る。

2-(2)-５ 

○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正す

る法律（平成 25 年法律第 47 号）附則第８条に基づき、医療保

護入院や精神科病院に係る精神障害者の意思決定及び意思の表

明についての支援の在り方等に関する検討を行う。2-(2)-６ 

● 「精神障害に
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い暮らしをすることができるよう、「精神障害にも対応した地域

包括ケアシステム」の構築を推進する。[6-(1)-7:再掲] 

○精神障害者の地域への円滑な移行・定着を進められるよう、

社会的活動の拠点、在宅医療の充実や地域住民の理解の促進を

図るとともに、働くことを含めた、精神障害者の退院後の支援

に係る取組を行う。[6-(1)-8] 

○心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律に基づき、同法対象者に対する精神保健医療

の提供や医療と福祉が連携した支援を充実させる。[6-(1)-9] 

(2) 保健・医療の充実等 

○障害者が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受

けられるよう、地域医療体制等の充実を図る。その際、特に、

高齢化等による障害の重度化・重複化の予防及びその対応に留

意する。[6-(2)-1] 

○障害者総合支援法に基づき、障害者等の心身の障害の状態の

軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要

な医療について、医療費(自立支援医療費)の助成を行う。

[6-(2)-2] 

○国立障害者リハビリテーションセンター病院において、早期

退院、社会復帰に向けて、各障害に対応した機能回復訓練を行

うとともに、医療相談及び心理支援を行う。また、障害者の健

康増進についてもサービスの提供、情報提供を行う。[6-(2)-3] 

○骨、関節等の機能や感覚器機能の障害、高次脳機能障害等の

リハビリテーションによる機能の維持、回復が期待される障害

○ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対する適

切な医療の確保を推進するとともに、心神喪失等の状態で重大

な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成 15

年法律第 110 号）附則第３条に基づき、精神医療及び精神保健

福祉全般の水準の向上を図る。2-(2)-7 

（１）保健・医療の充実等 

○ 障害者が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを

受けられるよう、地域医療体制等の充実を図る。その際、特に、

高齢化等による障害の重度化・重複化の予防及びその対応に留

意する。2-(1)-1 

○ 障害者総合支援法に基づき、自立した日常生活又は社会生活

を営むために必要な医療について、医療費の助成を行う。

2-(1)-2 

○ 国立障害者リハビリテーションセンター病院において、早期

退院、社会復帰に向けて、各障害に対応した機能回復訓練を行

うとともに、医療相談及び心理支援を行う。また、障害者の健

康増進についてもサービスの提供、情報提供を行う。2-(1)-3 

○ 骨、関節等の機能や感覚器機能の障害、高次脳機能障害等の

医学的リハビリテーションによる機能の維持、回復が期待され

も対応した地域

包括ケアシステ

ム」の構築や円

滑な地域移行・

定着を追記 
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について、適切な評価、病院から地域等への一貫したリハビリ

テーションの確保を図る。[6-(2)-4] 

○障害者の健康の保持・増進を図るため、福祉サービスと連携

した保健サービスの提供体制の充実を図る。また、障害に起因

して合併しやすい疾患、外傷、感染症等の予防と、これらを合

併した際の障害及び合併症に対して適切な医療の確保を図る。

[6-(2)-5] 

○定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けること

が困難な障害者に対する歯科疾患の予防等による口腔の健康の

保持・増進を図る取組を進めるとともに、障害の状況に応じた

知識や技術を有する歯科専門職を育成するための取組を促進す

る。[6-(2)-6] 

(3) 保健・医療の向上に資する研究開発等の推進 

○優れた基礎研究の成果による革新的な医薬品・医療機器の開

発を促進するため、研究の支援、臨床研究・治験環境の整備、

独立行政法人医薬品医療機器総合機構のＲＳ戦略相談の活用等

を推進する。[6-(3)-1] 

○最新の知見や技術を活用し、倫理的側面に配慮しつつ、疾病

等の病因・病態の解明、予防、治療等に関する研究開発を推進

する。また、再生医療について、多くの障害者、患者が活用で

きるよう、研究開発の推進及び実用化の加速に取り組む。

[6-(3)-2] 

○脳機能研究の推進により、高次脳機能障害、感覚認知機能障

害等に関する新たな診断法の開発、リハビリテーションの効率

化及び訓練プログラムの改善を進める。[6-(3)-3] 

○障害者の生活機能全体の維持・回復のため、リハビリテーシ

る障害について、適切な評価、病院から地域等への一貫した医

学的リハビリテーションの確保を図る。2-(1)-4 

○ 障害者の健康の保持・増進を図るため、福祉サービスと連携

した保健サービスの提供体制の充実を図る。また、障害に起因

して合併しやすい疾患、外傷、感染症等の予防と、これらを合

併した際の障害及び合併症に対して適切な医療の確保を図る。

2-(1)-5 

○ 定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けるこ

とが困難な障害者に対する歯科疾患の予防等による口腔の健康

の保持・増進を図る取組を進めるとともに、障害の状況に応じ

た知識や技術を有する歯科専門職を育成するための取組を促進

する。2-(1)-6 

（３）研究開発の推進 

○ 優れた基礎研究の成果による革新的な医薬品・医療機器の開

発を促進するため、研究の支援、臨床研究・治験環境の整備、

独立行政法人医薬品医療機器総合機構の薬事戦略相談の活用等

を推進する。2-(3)-1 

○ 最新の知見や技術を活用し、倫理的側面に配慮しつつ、疾病

等の病因・病態の解明、予防、治療等に関する研究開発を推進

する。また、再生医療や個別化医療等の新たな医療分野につい

て、多くの障害者、患者が活用できるよう、研究開発の推進及

び実用化の加速に取り組む。2-(3)-2 

○ 脳機能研究の推進により、高次脳機能障害、感覚認知機能障

害等に関する新たな診断法の開発、医学的リハビリテーション

の効率化及び訓練プログラムの改善を進める。2-(3)-3 

○ 障害者の生活機能全体の維持・回復のため、リハビリテーシ
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ョン技術の開発を推進する。[6-(3)-4] 

○質の高いサービスに対するニーズに応えるため、ＡＩ(人工知

能)やＩＣＴ、ロボット技術の活用等による革新的な医療機器の

開発を推進するとともに、障害者の生活や自立を支援する機器

の開発を支援する。[6-(3)-5] 

(4) 保健・医療を支える人材の育成・確保 

○医師・歯科医師の養成課程及び生涯学習において、障害者に

対する医療や総合的なリハビリテーションに関する教育の充実

を図り、障害に関する理解を深めるなど、資質の向上に努める

とともに、様々な場面や対象者に対応できる質の高い看護職員

等の養成に努める。[6-(4)-1] 

○理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等のリハビリテーショ

ンに従事する者について、専門的な技術及び知識を有する人材

の確保と資質の向上を図る。[6-(4)-2] 

○地域において健康相談等を行う保健所、保健センター等の職

員の資質の向上を図るとともに、障害者にとって必要な福祉サ

ービス等の情報提供が速やかに行われるよう地域の保健・医

療・福祉事業従事者間の連携を図る。[6-(4)-3] 

○発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、発達障害の

診療・支援ができる医師の養成を図るとともに、巡回支援専門

員等の支援者の配置の促進を図る。[6-(4)-4:再掲] 

(5) 難病に関する保健・医療施策の推進 

○難病患者の実態把握、病因・病態の解明、画期的な診断・治

療法の開発を推進するとともに、診断基準・治療指針の確立及

び普及を通じて、難病患者が受ける医療水準の向上を図るため、

ョン技術の開発を推進する。2-(3)-４ 

（４）人材の育成・確保 

○ 医師・歯科医師について、養成課程及び生涯学習において、

リハビリテーションに関する教育の充実を図り資質の向上に努

めるとともに、様々な場面や対象者に対応できる資質の高い看

護職員等の養成に努める。2-(4)-1 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の医学的リハビリテ

ーションに従事する者について、専門的な技術及び知識を有す

る人材の確保と資質の向上を図る。2-(4)-2 

○ 地域において健康相談等を行う保健所、保健センター等の職

員の資質の向上を図るとともに、地域の保健・医療・福祉事業

従事者間の連携を図る。2-(4)-3 

（５）難病に関する施策の推進 

○ 難病患者の実態把握、病因・病態の解明、画期的な診断・治

療法の開発を推進するとともに、診断基準・治療指針の確立及

び普及を通じて、難病患者が受ける医療水準の向上を図るため、
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難病の研究を推進する。[6-(5)-1] 

○難病患者に対し、総合的な相談・支援や地域における受入病

院の確保を図るとともに、在宅療養上の適切な支援を行うこと

により、安定した療養生活の確保と難病患者及びその家族の生

活の質の向上を図る。[6-(5)-2] 

○難病に関する医療の確立、普及を図るとともに、難病患者の

医療費の負担軽減を図るため、医療費助成を行う。[6-(5)-3] 

○長期にわたり療養を必要とし、及びその生命に危険が及ぶお

それがある疾病であって、療養のために多額の費用を要するも

のに対し、健全育成の観点から、その疾病にかかっている患児

家庭の医療費の負担軽減を図るため、医療費助成を行う。

[6-(5)-4] 

○難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図

るとともに、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細やかな

相談や支援を通じて地域における難病患者支援対策を実施する

ため、難病相談支援センターを中心とし、難病診療連携拠点病

院、地方公共団体等の様々な関係者間での連携を推進し、地域

で生活する難病患者の日常生活における相談・支援や地域交流

活動の促進などを行う。[6-(5)-5] 

○幼少期から慢性疾病に罹患しているため、長期にわたり療養

が必要なことから、社会との接点が希薄になり、社会生活を行

う上での自立が阻害されている児童等に対して、地域の実情に

応じた相談支援等の充実により社会生活への自立促進を図る取

組を行う。[6-(5)-6] 

○難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たって

は、障害者総合支援法の対象疾病の拡大を図っていくとともに、

各地方公共団体において、難病等の特性(病状の変化や進行、福

難病の研究を推進する。2-(5)-1 

○ 難病患者に対し、総合的な相談・支援や地域における受入病

院の確保を図るとともに、在宅療養上の適切な支援を行うこと

により、安定した療養生活の確保と難病患者及びその家族の生

活の質の向上を図る。2-(5)-2 

○ 難病に関する医療の確立、普及を図るとともに、難病患者の

医療費の負担軽減を図るため、医療費助成を行う。2-(5)-3 

○ 難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図

るとともに、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細やかな

相談や支援を通じて地域における難病患者支援対策を推進する

ため、難病相談・支援センター等により、地域で生活する難病

患者の日常生活における相談・支援や地域交流活動の促進など

を行う。2-(5)-4 

○ 難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たって

は、各地方公共団体において、難病等の特性（病状の変化や進

行、福祉ニーズ等）に配慮した円滑な事務が実施されるよう、

● 幼少期から

慢性疾病に罹患

している児童等

に対する相談支

援等の充実を追

記 
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祉ニーズ等)に配慮した円滑な事務が実施されるよう、理解と協

力の促進を図る。[6-(5)-7:再掲] 

(6) 障害の原因となる疾病等の予防・治療 

○妊婦健康診査、産婦健康診査、乳幼児に対する健康診査及び

児童に対する健康診断、保健指導の適切な実施、周産期医療・

小児医療体制の充実等を図るとともに、これらの機会の活用に

より、疾病等の早期発見及び治療、早期療養を図る。また、障

害の早期発見と早期療育を図るため、療育に知見と経験を有す

る医療・福祉の専門職の確保を図る。[6-(6)-1] 

○生活習慣病を予防するとともに合併症の発症や症状の進展等

を予防するため、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、

喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善による健康の

増進、医療連携体制の推進、健康診査・保健指導の実施等に取

り組む。[6-(6)-2] 

○疾患、外傷等に対して適切な治療を行うため、専門医療機関、

身近な地域における医療機関及び在宅における医療の提供体制

の充実、保健所、精神保健福祉センター、児童相談所、市町村

等による保健サービス等の提供体制の充実及びこれらの連携を

促進する。[6-(6)-3] 

○外傷等に対する適切な治療を行うため、医療提供体制の充実

及び関係機関の連携を促進する。[6-(6)-4] 

理解と協力の促進を図る。2-(5)-5 

（６）障害の原因となる疾病等の予防・治療 

○ 妊産婦健診、乳幼児及び児童に対する健康診査、保健指導の

適切な実施、周産期医療・小児医療体制の充実等を図るととも

に、これらの機会の活用により、疾病等の早期発見及び治療、

早期療養を図る。また、障害の早期発見と早期療育を図るため、

療育に知見と経験を有する医療・福祉の専門職の確保を図る。

2-(6)-1 

○ 糖尿病等の生活習慣病を予防するとともに合併症の発症や

症状の進展等を予防するため、栄養・食生活、身体活動・運動、

休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善

による健康の増進、医療連携体制の推進、健康診査・保健指導

の実施等に取り組む。2-(6)-2 

○ 疾患、外傷等に対して適切な治療を行うため、専門医療機関、

身近な地域における医療機関及び在宅における医療の提供体制

の充実、保健所、精神保健福祉センター、児童相談所、市町村

等による保健サービス等の提供体制の充実及びこれらの連携を

促進する。2-(6)-3 

○ 外傷等に対する適切な治療を行うため、救急医療、急性期医

療等の提供体制の充実及び関係機関の連携を促進する。2-(6)-4

7.行政等における配慮の充実 

【基本的考え方】 

障害者がその権利を円滑に行使できるよう、司法手続や選挙等

９．行政サービス等における配慮 

【基本的考え方】 

障害者が適切な配慮を受けることができるよう、行政機関の職
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において必要な環境の整備や障害特性に応じた合理的配慮の提

供を行う。また、行政機関の窓口等における障害者への配慮を

徹底するとともに、行政情報の提供等に当たっては、ＩＣＴ等

の利活用も検討し、可能なものは積極的に導入するなど、アク

セシビリティへの配慮に努める。さらに、いわゆる欠格条項に

ついて、各制度の趣旨も踏まえ、技術の進展、社会情勢の変化

等の必要に応じた不断の見直しを行う。 

(1) 司法手続等における配慮等 

○被疑者・被告人あるいは被害者・参考人となった障害者が、

意思疎通等を円滑に行うことができるよう、刑事事件における

手続の運用において適切な配慮を行う。あわせて、これらの手

続に携わる職員に対して、障害や障害者に対する理解を深める

ため必要な研修を実施する。[7-(1)-1] 

○知的障害等によりコミュニケーションに困難を抱える被疑者

等に対する取調べの録音・録画や心理・福祉関係者の助言等の

取組を継続するとともに、更なる検討を行う。[7-(1)-2] 

○矯正施設に入所する障害者に対して、社会復帰支援のための

プログラムの提供を促進するとともに、これらの施設の職員に

対して必要な研修を実施する。[7-(1)-3] 

○矯正施設に入所する累犯障害者等の円滑な社会復帰を促進す

るため、地域生活定着支援センターにおいて、保護観察所等の

関係機関と連携の下、矯正施設に入所する累犯障害者等が出所

等後に必要な福祉サービスを受けるための支援を行う。

[7-(1)-4] 

○弁護士、弁護士会、日本弁護士連合会、法テラス等の連携の

員等における障害者理解の促進に努めるとともに、障害者がそ

の権利を円滑に行使することができるように、障害者に対して、

選挙等における配慮、司法手続等における配慮を行う。 

（３）司法手続等における配慮等 

○ 被疑者あるいは被告人となった障害者がその権利を円滑に

行使することができるよう、刑事事件における手続の運用にお

いて、障害者の意思疎通等に関して適切な配慮を行う。あわせ

て、これらの手続に携わる職員に対して、障害や障害者に対す

る理解を深めるため必要な研修を実施する。9-(3)-1 

○ 知的障害によりコミュニケーションに困難を抱える被疑者

等に対する取調べの録音・録画の試行や心理・福祉関係者の助

言・立会い等の試行を継続するとともに、更なる検討を行う。

9-(3)-2 

○ 矯正施設に入所する累犯障害者等に対して、社会復帰支援の

ためのプログラムの提供を促進するとともに、これらの施設の

職員に対して必要な研修を実施する。9-(3)-3 

○ 矯正施設に入所する累犯障害者等の円滑な社会復帰を促進

するため、地域生活定着支援センターにおいて、保護観察所等

の関係機関と連携の下、矯正施設に入所する累犯障害者等が出

所等後に必要な福祉サービスを受けるための支援を行う。

9-(3)-4 

○ 弁護士、弁護士会、日本弁護士連合会、日本司法支援センタ
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下、罪を犯した知的障害者等の社会復帰の障害となり得る法的

紛争の解決等に必要な支援を行うなど、再犯防止の観点からの

社会復帰支援の充実を図る。[7-(1)-5] 

(2) 選挙等における配慮等 

○政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字、音声、拡大文字

又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、ＩＣＴの進

展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関する情報提

供の充実に努める。[7-(2)-1:再掲] 

○移動に困難を抱える障害者に配慮した投票所のバリアフリー

化、障害者の利用に配慮した投票設備の設置、投票所における

投票環境の向上に努めるとともに、障害者が自らの意思に基づ

き円滑に投票できるよう、代理投票の適切な実施等の取組を促

進する。[7-(2)-2] 

○指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の

適切な実施の促進により、選挙の公正を確保しつつ、投票所で

の投票が困難な障害者の投票機会の確保に努める。[7-(2)-3] 

(3) 行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等 

○各行政機関等における事務・事業の実施に当たっては、障害

者差別解消法に基づき、障害者が必要とする社会的障壁の除去

の実施について必要かつ合理的な配慮(合理的配慮)を行うとと

もに、ソフト・ハードの両面にわたり、合理的配慮を的確に行

うために必要な環境の整備を着実に進める。[7-(3)-1] 

○行政機関の職員等に対する障害者に関する理解を促進するた

め、より一層の理解の促進が必要な障害や、外見からは分かり

ー（法テラス）等の連携の下、罪を犯した知的障害者等の社会

復帰の障害となり得る法的紛争の解決等に必要な支援を行うな

ど、再犯防止の観点からの社会復帰支援の充実を図る。9-(3)-5

（２）選挙等における配慮等 

○ 政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字、音声、拡大文字

又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、情報通信技

術（ICT）の進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に

関する情報提供の充実に努める。9-(2)-1 

○ 移動に困難を抱える障害者に配慮した投票所のバリアフリ

ー化、障害者の利用に配慮した投票設備の設置等、投票所にお

ける投票環境の向上に努めるとともに、成年被後見人の選挙権

の回復等を行う公職選挙法の改正を踏まえ、判断能力が不十分

な障害者が自らの意思に基づき円滑に投票できるよう、代理投

票の適切な実施等の取組を促進する。9-(2)-2 

○ 指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の

適切な実施の促進により、選挙の公正を確保しつつ、投票所で

の投票が困難な障害者の投票機会の確保に努める。9-(2)-3 

（１）行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等 

○ 各行政機関等における事務・事業の実施に当たっては、障害

者差別解消法（平成 28（2016）年４月施行）に基づき、障害者

が必要とする社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮を行う。9-(1)-1 

○ 行政機関の職員等に対する障害者に関する理解を促進する

ため必要な研修を実施し、窓口等における障害者への配慮の徹
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にくい障害の特性、複合的に困難な状況に置かれた障害者に求

められる配慮等を含めて必要な研修を実施し、窓口等における

障害者への配慮の徹底を図る。[7-(3)-2] 

○各府省において、特に障害者や障害者施策に関する情報提供

及び緊急時における情報提供等を行う際には、字幕・音声等の

適切な活用や、知的障害者、精神障害者等にも分かりやすい情

報の提供に努めるなど、多様な障害の特性に応じた配慮を行う。

[7-(3)-3:再掲] 

○各府省において、障害者を含む全ての人の利用しやすさに配

慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組むとともに、ウェ

ブサイト等で情報提供を行うに当たっては、キーボードのみで

操作可能な仕様の採用、動画への字幕や音声解説の付与など、

「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に即した必要な対応

を行う。また、地方公共団体等の公的機関におけるウェブアク

セシビリティの向上等に向けた取組を促進する。[7-(3)-4:再

掲] 

○各府省における行政情報の提供等に当たっては、アクセシビ

リティに配慮したＩＣＴを始めとする新たな技術の利活用につ

いて検討を行い、利活用が可能なものについては積極的な導入

を推進するなど、アクセシビリティに配慮した情報提供に努め

る。[7-(3)-5:再掲] 

(4) 国家資格に関する配慮等 

○各種の国家資格の取得等において障害者に不利が生じないよ

う、試験の実施等に当たり障害特性に応じた合理的配慮を提供

するとともに、いわゆる欠格条項について、各制度の趣旨も踏

まえ、技術の進展、社会情勢の変化等の必要に応じた不断の見

底を図る。9-(1)-2 

○ 各府省における行政情報の提供等に当たっては、情報通信技

術（ICT）の進展等も踏まえ、アクセシビリティに配慮した情報

提供に努める。9-(1)-3 

（４）国家資格に関する配慮等 

○ 各種の国家資格の取得等において障害者に不利が生じない

よう、試験の実施等において必要な配慮を提供するとともに、

いわゆる欠格条項について、各制度の趣旨も踏まえ、技術の進

展、社会情勢の変化等の必要に応じた見直しを検討する。

● 障害者施策

や緊急時におけ

る情報提供等を

行う際には、多
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応じた配慮を行

うことを追記 
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直しを行う。[7-(4)-1] 9-(4)-1 

8.雇用・就業、経済的自立の支援 

【基本的考え方】 

障害者が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労が重

要であるとの考え方の下、働く意欲のある障害者がその適性に

応じて能力を十分に発揮することができるよう、多様な就業の

機会を確保するとともに、就労支援の担い手の育成等を図る。

また、一般就労が困難な者に対しては福祉的就労の底上げによ

り工賃の水準の向上を図るなど、総合的な支援を推進する。 

さらに、雇用・就業の促進に関する施策と福祉施策との適切な

組合せの下、年金や諸手当の支給、経済的負担の軽減等により

障害者の経済的自立を支援する。 

(1) 総合的な就労支援 

○福祉、教育、医療等から雇用への一層の推進のため、ハロー

ワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援セン

ターを始めとする地域の関係機関が密接に連携して、職場実習

の推進や雇用前の雇入れ支援から雇用後の職場定着支援までの

一貫した支援を実施する。[8-(1)-1] 

○ハローワークにおいて、障害の種類・程度に応じたきめ細か

な職業相談・紹介、職場適応指導等を実施する。[8-(1)-2] 

○障害者雇用への不安を解消するため、トライアル雇用の推進

等の取組を通じて、事業主の障害者雇用への理解の促進を図る。

[8-(1)-3] 

○障害者を雇用するための環境整備等に関する各種助成金制度

４．雇用・就業、経済的自立の支援 

【基本的考え方】 

障害者が地域で自立した生活を送るためには就労が重要であ

り、働く意欲のある障害者がその適性に応じて能力を十分に発

揮することができるよう、一般就労を希望する者にはできる限

り一般就労できるように、一般就労が困難である者には就労継

続支援Ｂ型事業所等での工賃の水準が向上するように、総合的

な支援を推進する。あわせて、年金等の支給、経済的負担の軽

減等により経済的自立を支援する。 

（２）総合的な就労支援 

○ 福祉、教育、医療等から雇用への一層の推進のため、ハロー

ワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援セン

ターを始めとする地域の関係機関が密接に連携して、職場実習

の推進や雇用前の雇入れ支援から雇用後の職場定着支援までの

一貫した支援を実施する。4-(2)-1 

○ ハローワークにおいて、障害の種類・程度に応じたきめ細か

な職業相談・紹介、職場適応指導等を実施する。4-(2)-2 

○ 障害者雇用への不安を解消するため、トライアル雇用の推進

等の取組を通じて、事業主の障害者雇用への理解の促進を図る。

4-(2)-3 

○ 障害者を雇用するための環境整備等に関する各種助成金制
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を活用し、障害者を雇用する企業に対する支援を行う。 あわせ

て、障害者雇用に関するノウハウの提供等に努める。[8-(1)-4] 

○地域障害者職業センターにおいて、障害者に対する専門的な

職業リハビリテーションを行うとともに、事業主に対して雇用

管理に関する助言等の支援を行う。また、障害者の職場への適

応を促進するため、職場適応援助者(ジョブコーチ)による直接

的・専門的な支援を行うとともに、地域の就労支援機関等に対

し、職業リハビリテーションサービスに関する技術的な助言・

援助等を行い、地域における障害者の就労支援の担い手の育成

と専門性の向上を図る。[8-(1)-5] 

○障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関

係機関の連携拠点である障害者就業・生活支援センターの設置

の促進・機能の充実を図り、障害者に対し就業面及び生活面か

らの一体的な相談支援を実施する。また、地域の就労支援機関

と連携をしながら、継続的な職場定着支援を実施する。

[8-(1)-6] 

○障害者職業能力開発校における受講については、可能な限り

障害者本人の希望を尊重するよう努め、障害の特性に応じた職

業訓練を実施するとともに、技術革新の進展等に対応した在職

者訓練等を実施する。また、一般の公共職業能力開発施設にお

いて障害者向けの職業訓練を実施するほか、民間教育訓練機関

等の訓練委託先を活用し、障害者の身近な地域において障害者

の態様に応じた多様な委託訓練を実施する。さらに、障害者の

職業能力の開発・向上の重要性に対する事業主や国民の理解を

高めるための啓発に努める。[8-(1)-7] 

○就労移行支援事業所等を利用して一般就労をした障害者につ

度を活用し、障害者を雇用する企業に対する支援を行う。あわ

せて、障害者雇用に関するノウハウの提供等に努める。4-(2)-4

○ 地域障害者職業センターにおいて、障害者に対する専門的な

職業リハビリテーションを行うとともに、事業主に対して雇用

管理に関する助言等の支援を行う。また、障害者の職場への適

応を促進するため、職場適応援助者（ジョブコーチ）による直

接的・専門的な支援を行うとともに、地域の就労支援機関等に

対し、職業リハビリテーションサービスに関する技術的な助

言・援助等を行い、地域における障害者の就労支援の担い手の

育成と専門性の向上を図る。4-(2)-5 

○ 障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関

係機関の連携拠点である障害者就業・生活支援センターの設置

の促進・機能の充実を図り、就業面及び生活面からの一体的な

相談支援を実施する。また、地域の就労支援機関と連携をしな

がら、継続的な職場定着支援を実施する。4-(2)-6 

○ 障害者職業能力開発校における障害の特性に応じた職業訓

練、技術革新の進展等に対応した在職者訓練等を実施するとと

もに、一般の公共職業能力開発施設において障害者向けの職業

訓練を実施するほか、民間教育訓練機関等の訓練委託先を活用

し、障害者の身近な地域において障害者の態様に応じた多様な

委託訓練を実施する。また、障害者の職業能力開発を効果的に

行うため、地域における雇用、福祉、教育等の関係機関が連携

の強化を図りながら職業訓練を推進するとともに、障害者の職

業能力の開発・向上の重要性に対する事業主や国民の理解を高

めるための啓発に努める。4-(2)-7 
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いては、就労に伴う生活面の課題に対する支援を行う就労定着

支援により職場定着を推進する。[8-(1)-8] 

○就労移行支援事業所等において、一般就労をより促進するた

め、積極的な企業での実習や求職活動の支援(施設外支援)等の

推進を図る。また、好事例等を収集し周知することで支援ノウ

ハウの共有を図り、就労の質を向上させる。[8-(1)-9] 

(2) 経済的自立の支援 

○障害者が地域で質の高い自立した生活を営むことができるよ

う、雇用・就業(自営業を含む。)の促進に関する施策と福祉施

策との適切な組合せの下、年金や諸手当を支給するとともに、

各種の税制上の優遇措置、低所得者に対する障害福祉サービス

における利用者負担の無料化などの各種支援制度を運用し、経

済的自立を支援する。また、受給資格を有する障害者が、制度

への理解が十分でないことにより、障害年金を受け取ることが

できないことのないよう、制度の周知に取り組む。さらに、年

金生活者支援給付金制度の着実な実施により所得保障の充実を

図るとともに、障害者の所得状況を定期的に把握する。

[8-(2)-1] 

○特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律(平

成 16 年法律第 166 号)に基づき、同法にいう特定障害者に対し、

特別障害給付金を支給する。[8-(2)-2] 

○障害者による国や政府関係法人が所有・管理する施設の利用

等に当たり、その必要性や利用実態を踏まえながら、利用料等

に対する減免等の措置を講ずる。[8-(2)-3] 

○ 就労移行支援事業所等において、一般就労をより促進するた

め、積極的な企業での実習や求職活動の支援（施設外支援）等

の推進を図る。4-(2)-8 

（５）経済的自立の支援 

○ 障害者が地域で質の高い自立した生活を営むことができる

よう、雇用・就業（自営業を含む。）の促進に関する施策との適

切な組み合わせの下、年金や諸手当を支給するとともに、各種

の税制上の優遇措置を運用し、経済的自立を支援する。また、

受給資格を有する障害者が、制度の不知・無理解により、障害

年金を受け取ることができないことのないよう、制度の周知に

取り組む。さらに、年金生活者支援給付金制度の着実な実施に

より所得保障の充実を図るとともに、障害者の実態把握に係る

調査を引き続き実施していく中で、所得状況の把握については

その改善を検討する。4-(5)-1 

○ 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平

成 16 年法律第 166 号）に基づき、同法にいう特定障害者に対し、

特別障害給付金を支給する。4-(5)-2 

○ 障害者による国や政府関係法人が所有・管理する施設の利用

等に当たり、その必要性や利用実態を踏まえながら、利用料等

に対する割引・減免等の措置を講ずる。4-(5)-3 



43／55 

(3) 障害者雇用の促進 

○障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率制度を中心に、引き

続き、障害者雇用の促進を図る。平成 25(2013)年の障害者雇用

促進法の改正により、精神障害者の雇用が義務化されたことも

踏まえ、精神障害者の雇用の促進のための取組を充実させる。

[8-(3)-1] 

○障害者雇用ゼロ企業を始め、法定雇用率を達成していない民

間企業については、ハローワークによる指導などを通じ、法定

雇用率の達成に向けた取組を進める。また、国の機関において

は、民間企業に率先垂範して障害者雇用を進める立場であるこ

とを踏まえ、法定雇用率の完全達成に向けて取り組むなど、積

極的に障害者の雇用を進める。[8-(3)-2] 

○地方公共団体における障害者雇用を一層促進するため、地方

公務員の募集及び採用並びに採用後の各段階において、平等取

扱いの原則及び合理的配慮指針に基づく必要な措置が講じられ

るよう、引き続き、地方公共団体に対する周知に取り組む。

[8-(3)-3] 

○特例子会社制度等を活用し、引き続き、障害者の職域の拡大

及び職場環境の整備を図るとともに、障害者雇用率制度の活用

等により、引き続き、重度障害者の雇用の拡大を図る。[8-(3)-4] 

○一般企業等への就職につなげることを目的として、各府省に

おいて知的障害者等を雇用し、1 から 3 年の業務を経験するチャ

レンジ雇用を実施する。[8-(3)-5] 

○都道府県労働局において、使用者による障害者虐待の防止な

ど労働者である障害者の適切な権利保護のため、個別の相談等

への丁寧な対応を行うとともに、関係法令の遵守に向けた指導

（１）障害者雇用の促進 

○ 障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率制度を中心に、引き

続き、障害者雇用の促進を図る。平成 25（2013）年の障害者雇

用促進法の改正により、精神障害者の雇用が義務化（平成 30

（2018）年４月施行）されたことも踏まえ、精神障害者の雇用

の促進のための取組を充実させる。4-(1)-1 

○ 法定雇用率を達成していない民間企業については、公共職業

安定所（ハローワーク）による指導などを通じ、法定雇用率の

達成に向けた取組を進める。また、国の機関や地方公共団体等

に対しては、民間企業に率先垂範して障害者雇用を進める立場

であることを踏まえ、適切に指導等を行う。4-(1)-2 

○ 特例子会社制度等を活用し、引き続き、障害者の職域の拡大

及び職場環境の整備を図るとともに、いわゆるダブルカウント

制度等により、引き続き、重度障害者の雇用の拡大を図る。

4-(1)-3 

○ 一般企業等への就職につなげることを目的として、各府省に

おいて知的障害者等を非常勤職員として雇用し、１から３年の

業務を経験するチャレンジ雇用を実施する。4-(1)-4 

○ 都道府県労働局において、使用者による障害者虐待の防止な

ど労働者である障害者の適切な権利保護のため、個別の相談等

への丁寧な対応を行うとともに、関係法令の遵守に向けた指導

● 合理的配慮

など必要な措置

を講じることに

よる地方公共団

体の障害者雇用

の推進を追記 
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等を行う。[8-(3)-6] 

○都道府県労働局及びハローワークにおいて、雇用分野におけ

る障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供に係る相

談・通報等があった場合は、必要に応じて指導等を行うととも

に、当事者からの求めに応じ、第三者による調停等の紛争解決

援助を行う。[8-(3)-7:再掲] 

(4) 障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保 

○多様な障害の特性に応じた支援の充実・強化を図る。また、

採用後に障害者となった者についても、円滑な職場復帰や雇用

の安定のための施策を講ずる。[8-(4)-1] 

○職場内で精神･発達障害のある同僚を温かく見守る精神･発達

障害者しごとサポーターの養成講座を開催するなどにより精神

障害に関する事業主等の理解を一層促進するとともに、精神・

発達障害者の特性に応じた支援の充実・強化を通じて、精神障

害者の雇用拡大と定着促進を図る。精神障害者に対する就労支

援に当たっては、就労支援機関が医療機関と連携を図りつつ、

「医療」から「雇用」への流れを一層促進する。また、ハロー

ワーク等において発達障害者、難病患者等に対する専門的な支

援の強化を図る。[8-(4)-2] 

○短時間労働や在宅就業、自営業など障害者が多様な働き方を

選択できる環境を整備するとともに、ＩＣＴを活用したテレワ

ークの一層の普及・拡大を図り、時間や場所を有効活用できる

柔軟な働き方を推進する。[8-(4)-3] 

○国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に

関する法律(平成 24 年法律第 50 号。以下「障害者優先調達推進

等を行う。4-(1)-5 

○ 雇用分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が

職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配

慮の提供義務）が新たに規定された改正障害者雇用促進法（平

成 28（2016）年 4 月施行）に基づき、障害者と障害者でない者

との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する能力の有

効な発揮を図る。4-(1)-6 

（３）障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保 

○ 精神障害、発達障害等の特性に応じた支援の充実・強化を図

る。また、採用後に障害を有することとなった者についても、

円滑な職場復帰や雇用の安定のための施策を講じる。4-(3)-1 

○ 精神障害に関する事業主等の理解を一層促進するとともに、

精神障害の特性に応じた支援の充実・強化を通じて、精神障害

者の雇用拡大を図る。精神障害者に対する就労支援に当たって

は、就労支援機関が医療機関と連携を図りつつ、「医療」から「雇

用」への流れを一層促進する。また、ハローワーク等において

発達障害者、難病患者等に対する専門的な支援の強化を図る。

4-(3)-2 

○ 短時間労働や在宅就業、自営業など障害者が多様な働き方を

選択できる環境を整備するとともに、情報通信技術（ICT）を活

用したテレワークの一層の普及・拡大を図り、時間や場所にと

らわれない働き方を推進する。4-(3)-3 

○ 障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の提供す

る物品・サービスの優先購入（調達）を推進する。4-(3)-4 
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法」という。)に基づき、障害者就労施設等の提供する物品・サ

ービスの優先購入(調達)を推進する。[8-(4)-4] 

○障害者の就労訓練及び雇用を目的とした福祉農園の整備を推

進する(「農」と福祉の連携プロジェクト)。[8-(4)-5] 

○農業に取り組む障害者就労施設や企業等に対する情報提供、6

次産業化支援等を通じて、農業分野での障害者の就労支援を推

進する。[8-(4)-6] 

(5) 福祉的就労の底上げ 

○事業所の経営力強化に向けた支援、共同受注化の推進等、就

労継続支援Ｂ型事業所等における工賃の向上に向け、官民一体

となった取組を推進する。また、就労継続支援Ａ型事業所にお

ける就労の質を向上させるため、平成 29(2017)年 4 月に改正し

た指定障害福祉サービス等基準に基づき、事業所の生産活動の

収支を利用者に支払う賃金の総額以上とすることなどとした取

扱いを徹底し、安易な事業参入の抑制を図るとともに、基準を

満たさない事業所に経営改善計画の提出を求めることにより、

事業所の経営状況を把握した上で地方公共団体が必要な指導・

支援を行うことを通じ、障害者の賃金の向上を図る。[8-(5)-1] 

○障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の提供す

る物品・サービスの優先購入(調達)を推進する。[8-(5)-2:再掲] 

○ 農業法人等の農業関係者や福祉関係者等に対する情報の提

供、労働に係る身体的な負荷の低減に向けた技術開発等を通じ

て、農業分野での障害者就労を推進する。また、障害者の就労

訓練及び雇用を目的とした農園の開設及び農園の整備を促進す

る。4-(3)-5 

（４）福祉的就労の底上げ 

○ 事業所の経営力強化に向けた支援、共同受注化の推進等、就

労継続支援 B 型事業所等における工賃の向上に向け、官民一体

となった取組を推進するなど、就労継続支援Ａ型も含めた福祉

的就労の底上げを図るとともに、その在り方を検討する。

4-(4)-1 

○ 障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の提供す

る物品・サービスの優先購入（調達）を推進する。（再掲）4-(4)-2

9.教育の振興 

【基本的考え方】 

障害の有無によって分け隔てられることなく、国民が相互に人

格と個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、可能な限り共に

３．教育、文化芸術活動・スポーツ等 

【基本的考え方】 

障害の有無によって分け隔てられることなく、国民が相互に人

格と個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、障害のある児童
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教育を受けることのできる仕組みの整備を進めるとともに、い

わゆる「社会モデル」を踏まえつつ、障害に対する理解を深め

るための取組を推進する。また、高等教育における障害学生に

対する支援を推進するため、合理的配慮の提供等の一層の充実

を図るとともに、障害学生に対する適切な支援を行うことがで

きるよう環境の整備に努める。さらに、障害者が、学校卒業後

も含めたその一生を通じて、自らの可能性を追求できる環境を

整え、地域の一員として豊かな人生を送ることができるよう、

生涯を通じて教育やスポーツ、文化等の様々な機会に親しむた

めの関係施策を横断的かつ総合的に推進するとともに、共生社

会の実現を目指す。 

(1) インクルーシブ教育システムの推進 

○障害のある幼児児童生徒の自立と社会参加に向けた主体的な

取組を支援するという視点に立ち、基礎的環境の整備を進めつ

つ、個別の指導計画や個別の教育支援計画の活用を通じて、幼

稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校等(以下「全ての学

校」という。)に在籍する障害のある幼児児童生徒が合理的配慮

生徒が、合理的配慮を含む必要な支援の下、その年齢及び能力

に応じ、かつその特性を踏まえた十分な教育を可能な限り障害

のない児童生徒と共に受けることのできる仕組みを構築する。 

（１）インクルーシブ教育システムの構築 

○ 障害の有無によって分け隔てられることなく、国民が相互に

人格と個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、本人・保護者

に対する十分な情報提供の下、本人・保護者の意見を最大限尊

重し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が、教育的ニ

ーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則として、

市町村教育委員会が就学先を決定する仕組みを構築する。また、

以上の仕組みの下、障害のある児童生徒の発達の程度、適応の

状況等に応じて、柔軟に「学びの場」を変更できることについ

て、関係者への周知を促す。3-(1)-1 

○ 合理的配慮を含む必要な支援を受けながら、同じ場で共に学

ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある子ども

に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニー

ズに最も的確に応えた指導を提供できるよう、小・中学校にお

ける通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学

● インクルー

シブ教育の推進

を図るため、

個々の幼児児童

生徒の教育的ニ

ーズ等の把握、

合意形成、支援

（配慮）のほか、

専門性の向上な

ど教育環境の整

備について全体

的に追記。 
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の提供を受けながら、適切な指導や必要な支援を受けられるよ

うにする。こうした取組を通じて、障害のある幼児児童生徒に

提供される配慮や学びの場の選択肢を増やし、障害の有無にか

かわらず可能な限り共に教育を受けられるように条件整備を進

めるとともに、個々の幼児児童生徒の教育的ニーズに最も的確

に応える指導を受けることのできる、インクルーシブ教育シス

テム(包容する教育制度)の整備を推進する。[9-(1)-1] 

○あわせて、「いじめの防止等のための基本的な方針」を踏まえ、

障害のある児童生徒が関わるいじめの防止や早期発見等のため

の適切な措置を講ずるとともに、いわゆる「社会モデル」を踏

まえ、学校の教育活動全体を通じた障害に対する理解や交流及

び共同学習の一層の推進を図り、偏見や差別を乗り越え、障害

の有無等にかかわらず互いを尊重し合いながら協働する社会を

目指す。[9-(1)-2] 

○障害のある児童生徒の就学先決定に当たっては、本人・保護

者に対する十分な情報提供の下、本人・保護者の意見を最大限

尊重しつつ、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が、教

育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則と

するとともに、発達の程度や適応の状況等に応じて、柔軟に「学

びの場」を変更できることについて、引き続き、関係者への周

知を行う。[9-(1)-3] 

○校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーター

を中心とした校内支援体制を構築するとともに、スクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカー、看護師、言語聴覚士、

作業療法士、理学療法士等の専門家及び特別支援教育支援員の

校という連続性のある「多様な学びの場」のそれぞれの充実を

図る。3-(1)-3 

○ 障害のある児童生徒への支援に関する先進的な事例の収集

を行うとともに、関係者に対して情報提供を行う。3-(1)-6 
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活用を図ることで、学校が組織として、障害のある幼児児童生

徒の多様なニーズに応じた支援を提供できるよう促す。

[9-(1)-4] 

○各学校における障害のある幼児児童生徒に対する合理的配慮

の提供に当たっては、情報保障やコミュニケーションの方法に

ついて配慮するとともに、幼児児童生徒一人一人の障害の状態

や教育的ニーズ等を把握し、それに応じて設置者・学校と本人・

保護者間で可能な限り合意形成を図った上で決定・提供される

ことが望ましいことを引き続き周知する。[9-(1)-5] 

○医療的ケアを必要とする幼児児童生徒や長期入院を余儀なく

されている幼児児童生徒が教育を受けたり、他の幼児児童生徒

と共に学んだりする機会を確保するため、医療的ケアのための

看護師の配置やこれらの幼児児童生徒への支援体制の整備に向

けた調査研究等の施策の充実に努める。[9-(1)-6] 

○障害のある生徒の後期中等教育への就学を促進するため、入

学試験の実施に際して、ＩＣＴの活用など、個別のニーズに応

じた配慮の充実を図る。[9-(1)-7] 

○平成 29(2017)年 3 月の公立義務教育諸学校の学級編制及び教

職員定数の標準に関する法律(昭和 33年法律第 116 号)の改正に

より、小・中学校における通級による指導を担当する教師に係

る定数が基礎定数化されたことや、高等学校においても通級に

よる指導が行えるようになったことを踏まえ、通級による指導

がより一層普及するよう努める。[9-(1)-8] 

○障害のある児童生徒が様々な支援を利用しつつ、自立と社会

参加を促進できるよう、福祉、労働等との連携の下、障害のあ

る児童生徒のキャリア教育や就労支援の充実を図る。[9-(1)-9] 

○早期のうちに障害に気付き、適切な支援につなげるため、医

○ 障害のある児童生徒に対する合理的配慮については、児童生

徒一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて設置者・学

校と本人・保護者間で可能な限り合意形成を図った上で決定し、

提供されることが望ましいことを周知する。3-(1)-2 

○ 障害のある児童生徒の後期中等教育への就学を促進するた

め、個別のニーズに応じた入学試験における配慮の充実を図る。

3-(1)-7 

○ 福祉、労働等との連携の下、障害のある児童生徒の就労につ

いて、支援の充実を図る。3-(1)-8 

○ 医療、保健、福祉等との連携の下、乳幼児期を含め早期から
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療、保健、福祉等との連携の下、乳幼児に対する健康診査や就

学時の健康診断の結果、入学後の児童生徒の状態等を踏まえ、

本人や保護者に対する早期からの教育相談・支援体制の充実を

図る。[9-(1)-10] 

○障害者が就学前から卒業後まで切れ目ない指導・支援を受け

られるよう、幼児児童生徒の成長記録や指導内容等に関する情

報を、情報の取扱いに留意しながら、必要に応じて関係機関間

で共有・活用するため、保護者の参画を得つつ、医療、保健、

福祉、労働等との連携の下、個別の指導計画や個別の教育支援

計画の策定・活用を促進する。[9-(1)-11] 

(2) 教育環境の整備 

○障害により特別な支援を必要とする幼児児童生徒は、全ての

学校、全ての学級に在籍することを前提に、全ての学校におけ

る特別支援教育の体制の整備を促すとともに、最新の知見も踏

まえながら、管理職を含む、全ての教職員が障害に対する理解

や特別支援教育に係る専門性を深める取組を推進する。

[9-(2)-1] 

○幼稚園、小・中学校、高等学校等における特別支援教育の体

制整備や地域における障害のある幼児児童生徒の支援強化に資

するよう、特別支援学校の地域における特別支援教育のセンタ

ーとしての機能を充実する。[9-(2)-2] 

○幼稚園、小・中学校、高等学校等に在籍する障害のある幼児

児童生徒の支援における特別支援教育支援員の役割の重要性に

鑑み、各地方公共団体における特別支援教育支援員の配置の促

進を図る。[9-(2)-3] 

○障害のある児童生徒の教育機会の確保や自立と社会参加の推

の教育相談・就学相談の実施を推進する。3-(1)-4 

○ 可能な限り早期から成人に至るまで一貫した指導・支援がで

きるよう、子どもの成長記録や指導内容等に関する情報を、情

報の取扱いに留意しながら、必要に応じて関係機関間で共有・

活用するとともに、保護者の参画を得つつ、医療、保健、福祉、

労働等との連携の下、個別の教育支援計画の策定・活用を促進

する。3-(1)-5 

（２）教育環境の整備 

○ 障害のある児童生徒の一人一人の教育的ニーズに応じた教
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進に当たってのコミュニケーションの重要性に鑑み、デジタル

教科書等の円滑な制作・供給やコミュニケーションに関するＩ

ＣＴの活用も含め、障害のある児童生徒一人一人の教育的ニー

ズに応じた教科書、教材、支援機器等の活用を促進する。

[9-(2)-4] 

○学校施設のバリアフリー化や特別支援学校の教室不足解消に

向けた取組等を推進する。特に、災害発生時の避難所として活

用されることもある公立小・中学校施設のバリアフリー化やト

イレの洋式化については、学校設置者の要望を踏まえて、必要

な支援に努める。[9-(2)-5] 

○障害のある幼児児童生徒の学校教育活動に伴う移動に係る支

援の充実に努めるとともに、各地域における教育と福祉部局と

の連携を促す。[9-(2)-6] 

○特別支援学校、特別支援学級、通級による指導を担当する教

師については、特別支援教育に関する専門性が特に求められる

ことに鑑み、特別支援学校教諭等免許状保有率の向上の推進を

含め、専門性向上のための施策を進める。[9-(2)-7] 

(3) 高等教育における障害学生支援の推進 

○大学等が提供する様々な機会において、障害のある学生が障

害のない学生と平等に参加できるよう、授業等における情報保

障やコミュニケーション上の配慮、教科書・教材に関する配慮

等及び施設のバリアフリー化を促進する。[9-(3)-1] 

○障害のある学生一人一人の個別のニーズを踏まえた建設的対

科書を始めとする教材の提供を推進するとともに、情報通信技

術（ICT）の発展等も踏まえつつ、教育的ニーズに応じた支援機

器の充実に努める。3-(2)-1 

○ 災害発生時における利用等の観点も踏まえつつ、学校施設の

バリアフリー化を推進する。3-(2)-2 

○ 障害のある児童生徒に対する指導方法に関する調査・研究を

推進するとともに、研究成果の普及を図る。3-(2)-3 

○ 特別支援教育に関する教職員の専門性の確保、指導力の向上

を図るため、特別支援学校のセンター的機能の充実を図るとと

もに、小・中学校等の教員への研修の充実を図る。3-(2)-4 

（３）高等教育における支援の推進 

○ 大学等が提供する様々な機会において、障害のある学生が障

害のない学生と平等に参加できるよう、授業等における情報保

障やコミュニケーション上の配慮、教科書・教材に関する配慮

等を促進するとともに、施設のバリアフリー化を推進する。

3-(3)-1 

○ 各大学等における相談窓口の統一や支援担当部署の設置な
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話に基づく支援を促進するため、各大学等における相談窓口の

統一や支援担当部署の設置、支援人材の養成・配置など、支援

体制の整備や、大学間連携等の支援担当者間ネットワークの構

築を推進する。[9-(3)-2] 

○障害学生支援についての姿勢・方針、手続などに関する学内

規程や、支援事例を大学ホームページで公表することを促進す

る。加えて、これらの学内規程や支援事例のガイダンスにおけ

る学生への周知を促進する。[9-(3)-3] 

○障害のある学生の就職を支援するため、学内の修学支援担当

と就職支援担当、障害のある学生への支援を行う部署等の連携

を図り、学外における、地域の労働・福祉機関等就職・定着支

援を行う機関、就職先となる企業・団体等との連携やネットワ

ークづくりを促進する。[9-(3)-4] 

○障害のある学生の支援について理解促進・普及啓発を行うた

め、その基礎となる調査研究や様々な機会を通じた情報提供、

教職員に対する研修等の充実を図る。[9-(3)-5] 

○大学入試センター試験において実施されている障害のある受

験者の配慮については、障害者一人一人のニーズに応じて、Ｉ

ＣＴの活用等により、より柔軟な対応に努めるとともに、高等

学校及び大学関係者に対し、配慮の取組について、一層の周知

を図る。[9-(3)-6] 

○障害のある学生の能力・適性、学習の成果等を適切に評価す

るため、大学等の入試や単位認定等の試験における適切な配慮

の実施を促進する。[9-(3)-7] 

○大学等の入試における配慮の内容、施設のバリアフリー化の

状況、学生に対する支援内容・支援体制、障害のある学生の受

入れ実績等に関する大学等の情報公開を促進する。[9-(3)-8] 

ど、支援体制の整備を促進するとともに、障害のある学生への

修学支援に関する先進的な取組を行う大学等を支援し、大学等

間や地域の地方公共団体、高校及び特別支援学校等とのネット

ワーク形成を促進する。3-(3)-５ 

○ 障害のある学生の支援について理解促進・普及啓発を行うた

め、その基礎となる調査研究や様々な機会を通じた情報提供、

教職員に対する研修等の充実を図る。3-(3)-６ 

○ 大学入試センター試験において実施されている障害のある

受験者の配慮については、障害者一人一人のニーズに応じて、

より柔軟な対応に努めるとともに、高等学校及び大学関係者に

対し、配慮の取組について、一層の周知を図る。3-(3)-2 

○ 障害のある学生の能力・適性、学習の成果等を適切に評価す

るため、大学等の入試や単位認定等の試験における適切な配慮

の実施を促進する。3-(3)-３ 

○ 入試における配慮の内容、施設のバリアフリー化の状況、学

生に対する支援内容・支援体制、障害のある学生の受入れ実績

等に関する各大学等の情報公開を促進する。3-(3)-４ 
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(4) 生涯を通じた多様な学習活動の充実 

○学校卒業後の障害者が社会で自立して生きるために必要とな

る力を生涯にわたり維持・開発・伸長するため、効果的な学習

や支援の在り方等に関する研究や成果普及等を行い、障害者の

各ライフステージにおける学びを支援する。このことを通じ、

障害者の地域や社会への参加を促進し、共生社会の実現につな

げる。[9-(4)-1] 

○地域と学校の連携・協働の下、地域全体で子供たちの成長を

支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を、特別支援学校

等を含めて全国的に推進し、障害のある子供たちの放課後や土

曜日等の学習・体験プログラムの充実や、企業等の外部人材等

の活用を促進する。[9-(4)-2] 

○放送大学において、テレビ授業への字幕の付与や点字試験問

題の作成など、障害のある学生への学習支援を一層充実する。

[9-(4)-3] 

○公共図書館、学校図書館における障害者の読書環境の整備を

促進する。[9-(4)-4] 

○障害者が生涯にわたり教育やスポーツ、文化などの様々な機

会に親しむことができるよう、多様な学習活動を行う機会を提

供・充実する。[9-(4)-5] 

● 障害者が生

涯にわたり教育

やスポーツ、文

化などの様々な

機会に親しむこ

とができるよ

う、多様な学習

活動機会の提

供・充実を追記 

10.文化芸術活動・スポーツ等の振興 

【基本的考え方】 

全ての障害者の芸術及び文化活動への参加を通じて、障害者の

生活を豊かにするとともに、国民の障害への理解と認識を深め、

３．教育、文化芸術活動・スポーツ等 

【基本的考え方】 

障害の有無によって分け隔てられることなく、国民が相互に人

格と個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、障害者が円滑に
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障害者の自立と社会参加の促進に寄与する。また、レクリエー

ション活動を通じて、障害者等の体力の増強や交流、余暇の充

実等を図る。さらに、地域における障害者スポーツの一層の普

及に努めるとともに、競技性の高い障害者スポーツにおけるア

スリートの育成強化を図る。 

(1) 文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向け

た社会環境の整備 

○特別支援学校において、一流の文化芸術活動団体による実演

芸術の公演や、芸術家の派遣により、特別支援学校の子供たち

に対し質の高い文化芸術の鑑賞・体験等の機会を提供するとと

もに、小・中学校等の子供たちに、障害のある芸術家等を派遣

し、文化芸術活動の機会の充実を図る。[10-(1)-1] 

○障害者が地域において文化芸術活動に親しむことができる施

設・設備の整備等を進めるとともに、障害者のニーズに応じた

文化芸術活動に関する人材の養成、相談体制の整備、関係者の

ネットワークづくり等の取組を行い、障害の有無にかかわらず

文化芸術活動を行うことのできる環境づくりに取り組む。特に、

障害者の文化芸術活動に対する支援や、障害者の優れた芸術作

品の展示等の推進を図る。[10-(1)-2] 

○国立博物館、国立美術館、国立劇場等における文化芸術活動

の公演、展示等において、字幕、音声案内サービスや触察資料

の提供等、障害者のニーズを踏まえつつ、ユニバーサルデザイ

ンの理念に立った工夫・配慮が提供されるよう努める。

[10-(1)-3] 

○全ての障害者の芸術及び文化活動への参加を通じて障害者の

生活を豊かにするとともに、国民の障害への理解と認識を深め、

文化芸術活動、スポーツ又はレクリエーションを行うことがで

きるよう、環境の整備等を推進する。 

（４）文化芸術活動、スポーツ等の振興 

○ 障害者が地域において、文化芸術活動、スポーツに親しむこ

とができる施設・設備の整備等を進めるとともに、障害者のニ

ーズに応じた文化芸術活動、スポーツに関する人材の養成等の

取組を行い、障害の有無にかかわらず、文化芸術活動、スポー

ツを行うことのできる環境づくりに取り組む。特に、障害者の

芸術活動に対する支援や、障害者の芸術作品の展示等を推進す

るための仕組みを検討し、推進を図る。3-(4)-1 

○ 国立博物館、国立美術館、国立劇場等における文化芸術活動

の公演・展示等において、字幕や音声案内サービスの提供等、

障害者のニーズに応じた工夫・配慮が提供されるよう努める。

3-(4)-2 

○ 障害者芸術・文化祭や全国障害者スポーツ大会の開催を通じ

て、障害者の文化芸術活動、スポーツの普及を図るとともに、
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障害者の自立と社会参加の促進に寄与するため、障害者芸術・

文化祭を開催し、障害者の文化芸術活動の普及を図る。また、

民間団体等が行う文化芸術活動等に関する取組を支援する。

[10-(1)-4] 

○文化芸術振興費補助金において、聴覚障害者のためのバリア

フリー字幕及び視覚障害者のための音声ガイド制作支援を行う

ことにより、我が国の映像芸術の普及・振興を図る。[10-(1)-5] 

○レクリエーション活動を通じて、障害者等の体力増強、交流、

余暇活動等に資するため、各種レクリエーション教室や大会・

運動会などを開催し、障害者等が地域社会における様々な活動

に参加するための環境の整備や必要な支援を行う。[10-(1)-6] 

(2) スポーツに親しめる環境の整備、パラリンピック等競技ス

ポーツに係る取組の推進 

○障害者が地域においてスポーツに親しむことができる施設・

設備の整備等を進めるとともに、障害者のニーズに応じたスポ

ーツに関する人材の養成及び活用の推進等の取組を行い、障害

の有無にかかわらずスポーツを行うことのできる環境づくりに

取り組む。その際、指導者になる障害者の増加や障害者自身の

ボランティアへの参画を図る。さらに、障害のない者も含む誰

もが障害者スポーツ種目に親しめる機会をつくり、国を挙げて

パラリンピック等の障害者スポーツの振興を図る。[10-(2)-1] 

○全国障害者スポーツ大会の開催を通じて障害者スポーツの普

民間団体等が行う文化芸術活動、スポーツ等に関する取組を支

援する。特に、身体障害者や知的障害者に比べて普及が遅れて

いる精神障害者のスポーツの振興に取り組む。3-(4)-3 

○ 聴覚障害者及び視覚障害者が映画を楽しむことができるよ

う、関係団体等の協力の下、日本語字幕の付与や音声ガイドの

制作等のバリアフリー映画の普及に向けた取組を推進する。

3-(4)-5 

○ 障害者芸術・文化祭や全国障害者スポーツ大会の開催を通
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及を図るとともに、民間団体等が行うスポーツ等に関する取組

を支援する。特に、身体障害者や知的障害者に比べて普及が遅

れている精神障害者のスポーツについて、精神障害者が参加で

きる競技大会の拡大も含め、引き続き振興に取り組む。

[10-(2)-2] 

○パラリンピック競技大会、デフリンピック競技大会、スペシ

ャルオリンピックス世界大会等への参加の支援等、スポーツ等

における障害者の国内外の交流を支援するとともに、パラリン

ピック等の競技性の高い障害者スポーツにおけるアスリートの

育成強化を図る。[10-(2)-3] 

○2020 年に全国の特別支援学校でスポーツ・文化・教育の全国

的な祭典を開催することにより、2020 年東京大会のレガシーと

して地域の共生社会の拠点づくりを推進する。[10-(2)-4] 

○スポーツ施設のバリアフリー・ユニバーサルデザインについ

て、関連する基準や先進事例の情報提供等により、障害者の観

戦のしやすさの向上を促進する。[10-(2)-5] 

じて、障害者の文化芸術活動、スポーツの普及を図るととも

に、民間団体等が行う文化芸術活動、スポーツ等に関する取

組を支援する。特に、身体障害者や知的障害者に比べて普及

が遅れている精神障害者のスポーツの振興に取り組む。

3-(4)-3 

○ パラリンピック、デフリンピック、スペシャルオリンピッ

クス等への参加の支援等、スポーツ等における障害者の国内

外の交流を支援するとともに、パラリンピック等の競技性の

高い障害者スポーツにおけるアスリートの育成強化を図る。

3-(4)-4 

11.国際社会での協力・連携の推進 （略） 10．国際協力 （略） 


